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「電気通信事業分野における市場検証（平成 29年度）年次レポート（案）」 

に対して寄せられた御意見及び総務省の考え方 
 

０．総論 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見０－１ ダイナミックに変化する市場実態の動向を的確に把握し、適切に分析・

検証を行うために、様々なプレイヤーによる複合サービスの提供動向や、利用者の

利用実態も踏まえて、情報通信を取り巻く市場全体を広く俯瞰した分析・検証を実

施してほしい。FTTHの卸電気通信役務といった一部の形態に偏って取り上げるべき

ではない。政府においても情報通信を取り巻く市場全体を広く俯瞰した上で、迅速

かつタイムリーなサービス提供が可能となるような環境を整備し、ICT 社会の一層

の進展による新たな付加価値創造を促すような政策によって、我が国の経済成長を

牽引してほしい。 

考え方０－１  

現在の情報通信市場は、「固定／移動といったサービス単体市場」から、「固定と移

動を組み合わせた融合市場」へと大きくシフトし、更には「通信と通信以外の様々な

サービスがコラボレーションした新たな市場」が形成されてきている等、従来の通信

事業者間の競争に加え、様々な業界・分野の垣根を越えたサービス競争が展開される

多面的・多層的な市場構造に大きく変容しています。 

 

こうした市場の動きは今後さらに加速し、2020年代においては近年注目されている

IoT やビッグデータ、AI等が具体的なサービスとして広く実用化され、通信はそのよ

うなサービスを支える基盤として取り込まれ、他の産業と結びついていくものと想定

しています。 

 

こうした状況にある中、昨年と同様、今回の年次レポートにおいても、従来通り「固

定系通信・移動系通信」を区分し、固定系通信における一つの領域に過ぎない FTTH 市

場に閉じた分析・検証がなされていますが、こうした細分化した市場の分析・検証だ

けでは、上述のような多面的・多層的な市場構造を的確に捉えて評価することはでき

ないと考えます。 

 

特に、今回の検証では、「FTTH契約数の増加率は鈍化しており、（中略）サービス卸

の提供開始前に比べて顕著に増加したとは認められず、（中略）現時点で、FTTH の利

用が十分に促進されているとは考えにくい」とされていますが、現状でも、非通信系

のサービス提供者が 500 社を超える等、異業種パートナーの新規参入も進み、医療・

不動産・エネルギー分野等での新事業や新サービスの萌芽が見られるところであり、

 「電気通信事業分野における市場検証

（平成29年度）年次レポート（案）」（以

下「本レポート案」といいます。）に記

載のとおり、平成29年度における電気

通信市場の分析・検証を行うに当たっ

ては、需要の代替性を踏まえ、サービス

市場及び地理的市場の画定を実施し、

一定の独立性・個別性が認められるサ

ービスについては、部分市場として画

定しています。 

 

 また、「固定系通信・移動系通信におけ

る卸及び接続」を平成29年度の市場検

証に関する重点事項とした上で、固定

系通信については、「自己設置」・「接

続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供

形態ごとの間で公正競争が確保され、

料金・サービスの多様化、低廉化が促進

されているか等の観点から、分析・検証

を行ったところです。 

 

 さらに、従来別々のサービスとして提

無 
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ブロードバンド市場の裾野は拡大し続けていると考えます。 

 

なお、NTT 東西の光サービス卸の料金については、光サービス卸に係る運用コスト

の削減等が進んだことから、2018年４月より値下げしたところですが、今後も、多様

なプレイヤーによる新事業や新サービスの創出を図っていく観点から、コスト削減を

通じた卸料金の低廉化や市場環境等に応じた卸料金の設定に向けて検討していく考え

です。 

 

また、NTT ドコモでは、ドコモ光の利用者を対象としたモバイルデータ通信の利用

料（パケットパック）の割引見直し（2018 年２月）や、定期契約の更新時にポイント

を提供（2018年９月開始予定）する等、より利用しやすい料金やサービスの拡充を図

っているところです。 

 

これまでも当社意見として申し上げたとおり、今後の情報通信市場においては、通

信事業者のみならず多様なプレイヤーとのコラボレーションによるイノベーションが

促進され、新事業や新サービスの創出により、経済の活性化を図り、社会的課題の解

決や国民生活の利便向上を実現していくことが求められています。そのためには、多

様なプレイヤーによる創意工夫を通じて新しい価値創造を促進し、その事業をより発

展させていくことが重要であり、政府においても、ダイナミックに変化する情報通信

を取り巻く市場全体を広く俯瞰した上で、従来の通信事業者を含む多様なプレイヤー

にとって過度な負担とならず、また新たな挑戦を萎縮させることのないよう、ビジネ

スの自由度や柔軟性を確保することによりその実現を後押ししていただきたいと考え

ます。 

 

最後に、平成 29年度の重点事項として「グループ化の動向」について検証を実施さ

れていますが、NTT グループにおける情報通信サービスの提供状況について、グルー

プ各社は、様々な領域において、それぞれの得意分野を活かす形で、多岐に亘るサー

ビスを提供しています。グループ各社がそれぞれお客様と真摯に向き合っている中で、

とくに法人市場を中心としたお客様から、「複数の会社が単体のサービスを個社別に

提案・提供するのではなく、ワンストップでトータルでの課題解決に向けたサービス

を提案・提供して欲しい」との切実なご意見をいただいているのも事実です。現在、

グループ各社の現場では、現行の公正競争ルールの枠組みの中で、お客様の具体的な

ご要望に応える形で、他のグループ会社を同行させる等の対応をリアクティブに実施

しているところですが、そうしたご意見に応えていくためには、利用者利便の一層の

向上を図る観点から、お客様へのワンストップでトータルでの課題解決に向けた提案

を実施していく必要があると考えます。 

【日本電信電話株式会社】 

供・利用されてきた電気通信サービス

について、サービスの高度化、利用者に

よるニーズの多様化を背景として、サ

ービス間の垣根が低くなっていること

から、平成28年度に引き続き隣接市場

間における相互の影響についても分析

を行ったところです。 

 

 今後も、多様化・複雑化する電気通信市

場に影響を与える諸要因を様々な側面

から把握し、市場の実相を適切に分析

していくために必要な情報を積極的に

収集していく考えです。 

 

 「電気通信事業分野における市場検証

に関する年次計画（平成30年度）（案）」

（以下「平成30年度計画案」といいま

す。）においても、変化の激しい電気通

信市場の動向を適切に分析するために

は、絶えず電気通信市場の最新動向に

ついて注視し、分析手法を充実させて

いくことが重要であるため、引き続き

電気通信市場検証会議（以下「市場検証

会議」といいます。）からの助言を得て、

分析手法等の検討を行うこととしてい

ます。 

 

 市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

 なお、経済の活性化、社会的課題の解決

や国民生活の利便向上については、新

事業や新サービスの創出のみならず、

料金の低廉化等によっても推進され得

るものと考えます。また、東日本電信電
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近年、情報通信市場においては、利用者は、固定や無線といった通信サービスの区

別を意識することなく、コンテンツやアプリケーション、端末等を自由に利用してい

ます。また、通話アプリ等、従来の通信キャリアが提供するネットワークサービスが

ブロードバンド上のアプリケーションとして実現され、通信キャリアの提供するネッ

トワークサービスは情報通信サービスの触媒として機能しており、ネットワークサー

ビスとアプリケーションサービスの境目が失われつつあります。 

このような旧来の市場の枠組みでは捉えられない動きは今後さらに加速し、IoTや

ビッグデータ、AI等が具体的なサービスとして広く実用化され、ネットワークサー

ビスはそのようなサービスを支える基盤として取り込まれ、他の産業と結びついてい

くものと想定しています。 

当社としても、上記のような市場環境の変化を踏まえ、これまでの価格競争による

顧客の奪い合いからイノベーションの促進による価値創造を競い合う新たな競争のス

テージへと転換を図り、バリューパートナーとして、多様なプレイヤーによる新たな

サービス創造を下支えしていくために、従来のビジネスモデルから大きく自己変革を

図ることとし、平成 27年２月より「光コラボレーションモデル」の提供を開始しま

した。 

これにより、従来から電気通信事業を営んできた ISP事業者、携帯電話事業者及び

CATV事業者はもとより、これまでは電気通信事業を営んでいなかった不動産分野、

医療・介護分野、エネルギー分野といった異業種のサービス提供事業者が参入するこ

とにより、当社のフレッツ光のみでは提供できなかった、FTTHサービスを活用した

新たな融合サービスが登場し、裾野は着実に拡大しております。 

こうした状況にあるにも関わらず、今回の年次レポート（案）でも「固定系通信・

移動系通信」を区分し、固定系通信における一つの領域に過ぎない FTTH市場に閉じ

た分析・検証がされていますが、旧来の枠組みで細分化した市場の分析・検証だけで

は、多面的・多層的な市場構造を的確に捉えて評価することはできないと考えます。

そのため、ダイナミックに変化する市場実態の動向を的確に把握し、適切に分析・検

証を行うために、様々なプレイヤーによる複合サービスの提供動向や、利用者がどの

ようなサービス（コンテンツやアプリケーション、端末等を含む）をどのように選

択・利用しているのかといった利用者の利用実態も踏まえて、情報通信を取り巻く市

場全体を広く俯瞰した分析・検証についても実施いただきたいと考えます。更に、利

用者の視点からすると、「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」といった、事業者

がサービス提供するうえでの設備の調達手段を意識する必要はないことから、例えば

FTTHの卸電気通信役務といった一部の形態に偏って取り上げるべきではないと考え

ます。 

なお、当社としては、これまでも、お客様の利用シーンに応じた卸サービスや料金

の多様化に取り組んできたことにより、様々な事業者が業界の垣根を越えてコラボレ

ーションし、イノベーションの促進による新たな付加価値の創造を図っていくことを

話株式会社及び西日本電信電話株式会

社（以下「NTT東西」といいます。）の提

供する光回線の卸電気通信役務（サー

ビス卸）は、これに多くのFTTH事業者が

依存している現況も踏まえ、引き続き

注視する必要があると考えます。 
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下支えしており、今後も卸元事業者としてサービス面・支援面・料金面をトータルで

さらに充実させることで、卸先事業者による新事業・新サービスの創出を目指し、利

用者利便の向上はもとより我が国の経済成長に貢献していく考えです。 

総務省においては、異業種のイノベーション拡大や新しい産業の萌芽も実感される

状況を踏まえ、従来の通信事業者を含む多様なプレイヤーが自由な発想や創意工夫に

よって迅速かつタイムリーなサービス提供が可能となるような環境を整備いただき、

ICT 社会の一層の進展による新たな付加価値創造を促すような政策によって、我が国

の経済成長を牽引していただきたいと考えます。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

意見０－２ 市場動向を的確に把握し、適切に分析・検証を行うことは望ましい。た

だし、電気通信市場に閉じた分析・検証を実施し、政策展開に反映することは適切

ではない。 

考え方０－２  

●異業種を含めた分析・検証の必要性について 

・公正競争の促進と利用者利便の確保のため、市場動向を的確に把握し、適切に分

析・検証を行うことは望ましいと考えます。ただし、急速な ICT の進展に伴い新たな

ビジネスモデルが次々に登場し、異業種サービスと電気通信サービスの連携が進ん

でいる昨今、電気通信市場に閉じた分析・検証を実施し、政策展開に反映することは

適切ではないと考えます。 

例えば楽天は2016年の国内EC市場で第２位のシェア（アマゾン20.2%、楽天20.1%、

ソフトバンク（Yahoo！ショッピング）8.9%）を有しており、電気通信市場へも無視

できない影響力を保持していると考えられます。 

（「ジェトロ世界貿易投資報告」2017 年版：2017年 07月 31日発表 

https://www.jetro.go.jp/news/releases/2017/7aea93e5ad0dc1c8.html） 

現に、楽天モバイルを契約することにより楽天市場の楽天ポイント付与率が高ま

るサービス等も提供されており、年次レポート（案）第１章第１節１(3)②によると

2017 年度末時点における SIM カード型 MVNO の契約数シェア１位を獲得しているな

ど、異業種サービスにおける優位性を電気通信市場において行使しているものと考

えられます。 

https://mobile.rakuten.co.jp/campaign/ichiba/double/?l-id=reasons_pc_campaign_ichiba_double 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

 従来別々のサービスとして提供・利用

されてきた電気通信サービスについ

て、サービスの高度化、利用者によるニ

ーズの多様化を背景として、サービス

間の垣根が低くなっていることから、

平成28年度に引き続き隣接市場間にお

ける相互の影響についても分析を行っ

たところです。 

 

 今後も、多様化・複雑化する電気通信市

場に影響を与える諸要因を様々な側面

から把握し、市場の実相を適切に分析

していくために必要な情報を積極的に

収集していく考えです。 

 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 

意見０－３ 市場検証、業務の適正性等に関するモニタリングを行うに当たっては、

電気通信市場の実態を十分に考慮すべき。今後の情報通信政策の策定に向けた課題

を洗い出すためには、高度なモバイルネットワークは光ファイバが支えていること、

NTT 東西と NTT ドコモが更に支配力を強めつつあることに重点を置いて市場の実態

考え方０－３  

https://www.jetro.go.jp/news/releases/2017/7aea93e5ad0dc1c8.html
https://mobile.rakuten.co.jp/campaign/ichiba/double/?l-id=reasons_pc_campaign_ichiba_double
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を検証し、NTT のグループドミナンスが情報通信市場の健全な育成に支障を及ぼし

ていないかという観点から、分析と評価を慎重に進めていくことが必要。 

【電気通信市場の実態】 

・平成 29年度の検証では、独占禁止法上のグループの概念を踏まえたグループ化の動

向について分析が行われました。 

これにより、 

・MNO 市場において NTT ドコモのシェアが１位であるだけでなく、MVNO 市場（SIM カ

ード型の契約数における事業者別シェア）においても NTTグループが市場全体の約

４分の１を占め、最大勢力となっていること 

・MNOによるグループ内取引において、NTTドコモは、その比率、規模において他 MNO

と比較しても圧倒的であること 

・依然として設備ベース・サービスベース共に主要市場（移動系通信市場及び FTTH市

場等）での NTTグループの存在感が顕著に大きいこと 

など、電気通信市場全体における NTTグループの影響力の大きさが改めて浮き彫り

となりました。 

・電気通信事業分野における市場検証、業務の適正性等に関するモニタリングを行う

にあたっては、こうした市場の実態を十分に考慮すべきと考えます。 

 

【5G/IoT時代の NTT グループの支配力】 

・次世代ネットワークの構築の面では、我が国では 5G/IoT時代に向けて、継続的に世

界最先端の光・モバイルインフラを構築していく必要があります。様々なデバイス

が高速・大容量・低遅延で接続される次世代のモバイル・ワイヤレス網を社会的要

請に応えるために整備していく上でボトルネックになるのが、基地局へのアクセス

光回線となります。このため、政府が出資する特殊法人の管理下で不可欠設備とし

て提供される NTT東・西の光ファイバの重要性はこれまで以上に増すこととなりま

す。 

 

・このように光アクセスと次世代モバイル・ワイヤレス網の関係性が強まる中、NTTグ

ループは、卸電気通信役務のグループ内取引を通じて NTT東・西の FTTH サービスを

NTT ドコモが販売する体制に切り替えることにより、ボトルネック設備保有の優位

性に由来する顧客基盤を NTT ドコモが引き継ぐ形で支配的事業者同士の実質的な一

体化を進めています。持株会社主導による営業体制の見直しや技術開発を通じたグ

ループ一体運営により、通信自由化以降整備されてきた公正競争ルール（ボトルネ

ック設備に対する接続ルール、NTT ドコモの分離、NTT再編成等）が形骸化し、政府

出資の NTTグループが更に強大化しつつあります。 

 

・今後の情報通信政策の策定に向けた課題を洗い出すためには、 

・御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 
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-イノベーションを牽引する高度なモバイルネットワークは光ファイバが支えてい

ること、 

-固定系・移動系両市場でそれぞれ支配的事業者である NTT 東・西と NTT ドコモが

相互に重複・連携する形で更に支配力を強めつつあること 

に重点を置いて市場の実態を検証し、NTTのグループドミナンス（総合的事業能力）

が情報通信市場の健全な育成に支障を及ぼしていないかという観点から、分析と評

価を慎重に進めていく必要があると考えます。 

 

【KDDI 株式会社】 

 

１．電気通信市場の分析 

１－１移動系通信 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見１－１－１ 電気通信市場だけでなく異業種市場も含めたグループ分類で統一す

べき。仮に電気通信市場に限ったグループ分類をすることとした場合であっても、

移動系通信市場について NTT持株会社傘下にある NTTグループ企業の MNO及び MVNO

をまとめた「NTTグループ」と他のグループを比較すべき。 

考え方１－１－１  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

(1) 移動系通信市場 

① 市場規模 

ア 契約数 

（略） 

MNO３グループにおける移動系通信の契約数（2017年度末で１億 5,218万）９の増減

率をみると、･･･（略） 
9MVNO（MNO である MVNO は除く。以下、特段の記載がない限り同じ。）への提供に係る

ものは含まない。また、グループ内取引により提供された LTE 及び BWA のうち、最終

利用者又は MVNO に提供していないものを含む。 

 

② 市場シェア 

【図表Ⅰ－７】移動系通信市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移（グループ別） 
注１：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及び UQコミュニケーションズが含まれる。 

注２：「ソフトバンクグループ」には、ソフトバンク、ウィルコム（14.3）、イー・アクセス（14.3）

及びワイモバイル（15.3）が含まれる。 

注３：MVNO のシェアを提供元の MNO グループごとに合算し、当該 MNO グループ名の後に「（MVNO）」

 本レポート案においては、MNOと当該

MNOの特定関係法人であるMNOを同一グ

ループとして扱い、KDDIグループが最

終利用者に提供する移動系通信サービ

スのうち、KDDIの連結子会社であるUQ

コミュニケーションズのサービス、ソ

フトバンクグループが最終利用者に提

供する移動系通信サービスのうち、比

較的低価格帯の設定となっている「ワ

イモバイル」ブランドのサービスをそ

れぞれ「サブブランド」として扱い、分

析等を行っています。 

 

 御意見については、次年度以降、検証を

行う際の参考とさせていただきます。 

無 
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と付記して示している。 

 

【図表Ⅰ－８】携帯電話の契約数における事業者別シェア及び市場集中度の推移（グ

ループ別） 
注１：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及び UQコミュニケーションズが含まれる。 

注２：「ソフトバンクグループ」には、ソフトバンク、イー・アクセス（14.3）及びワイモバイル（15.3）

が含まれる。 

注３：MVNO のシェアを提供元の MNO グループごとに合算し、当該 MNO グループ名の後に「（MVNO）」

と付記して示している。 

 

(2) MNO サービス市場 

② 市場シェア 

ア 契約数シェア 

【図表Ⅰ－16】MNO サービス市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移（グループ

別） 
注：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及び UQコミュニケーションズが含まれる。 

 

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第２節 移動系通信市場（卸売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

② 市場シェア 

【図表Ⅰ－78】MNO の卸契約数における事業者別シェア及び市場集中度の推移（グルー

プ別） 
注１：MNOからの報告を基に作成。 

注２：「KDDIグループ」には、KDDI、沖縄セルラー及び UQコミュニケーションズが含まれる。 

注３：「ソフトバンクグループ」には、ソフトバンク、ワイモバイル（15.3まで）及び Wireless City 

Planningが含まれる。 

 

＜意見＞ 

●グループ分類の適正化について 

・年次レポート（案）の各パートでグループ分類の方法が異なっており、一貫性があ

りません。電気通信市場だけでなく異業種市場も含めたグループ分類で統一すべき

です。例えば第５章１②の「【参考】移動系通信市場における主な電気通信事業者グ

ループの構成」などに統一すべきです。 

・仮に電気通信市場に限ったグループ分類をすることとした場合であっても、移動系

通信市場について「NTT ドコモ」「KDDI グループ」「ソフトバンクグループ」に分類

して比較することは不適当です。「NTT ドコモ」ではなく、NTT 持株会社傘下にある

NTT グループ企業の MNO および MVNO をまとめた「NTT グループ」と他のグループを
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比較すべきです。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

意見１－１－２ 当社の提供する MVNOサービスも単に「MVNO」に分類すべき。また、  

当社のシェアについて特記する根拠が不明。当社のシェアがあたかも突出している

かのように誤認させる表現は削除し、SIMカード型 MVNOの事業者別シェアを本文中

に円グラフ等で明示すべき。 

考え方１－１－２  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

(3) MVNOサービス市場 

① 市場規模 

イ 事業者数 

一次 MVNO26サービスの事業者数は 444者 27（前期比＋41者、前年度末比＋128者）、･･･

（略） 
27MNOである MVNOを含めると 448者。 

 

② 市場シェア 

（略） 

契約数が３万以上の MVNO のうち、SIM カード型を提供する事業者の数は 42 者（前

期比、前年度末比ともに＋１者）と横ばいで推移している。シェア上位の MVNO の契約

数が増加傾向にあること、また MVNO 間の事業承継等により、当該 MVNO の事業者別シ

ェア 30を基に算出した HHI は 822（前期比＋22、前年度末比＋100）と増加傾向となっ

ている。 

なお、MNOである MVNO31を含めた SIMカード型の契約数が３万以上の MVNOの事業者

別シェアを基に算出した HHIは 766（前期比＋24、前年度末比＋89）となる。当該契約

数に占める UQ コミュニケーションズのシェアは増加傾向であり、シェア上位の MVNO

と同程度になっている。 
30SIMカード型の契約数における事業者別シェアは、楽天が最も高く 15.5％、その他の主な事業者

のシェアは、インターネットイニシアティブが 14.6％、NTTコミュニケーションズが 11.7％、ケ

イ・オプティコムが 10.1％、ビッグローブが 5.2％となっている。 
31MNOである MVNOのうち、UQコミュニケーションズが SIMカード型を提供。 

 

さらに、MNOのサブブランド 32及び SIMカード型の契約数が３万以上の MVNOの事業

者別シェアを基に算出した HHIは 1,493（前期比▲56、前年度末比▲359）となる。ワ

イモバイルのシェアは他の MVNO 事業者に比してかなり大きいものの、減少傾向にあ

る。また、UQコミュニケーションズのシェアは増加傾向となっている。 
32 ここでは UQ コミュニケーションズの提供する MVNO サービス及びソフトバンクの提供する「ワ

 本レポート案P38の記載の以下の部分

について修正を行いました。 

（修正前） 

当該契約数に占めるUQコミュニケー

ションズのシェアは増加傾向であり、

シェア上位のMVNOと同程度になってい

る。 

（修正後） 

  当該契約数に占めるUQコミュニケー

ションズのシェアは増加傾向となって

いる。 

 

 「MNOとMVNOの分類」の在り方や記載ぶ

り等についての御意見については、次

年度以降、検証等を行う際の参考とさ

せていただきます。 

 

有 
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イモバイル」を指す。 

 

第５章 グループ化の動向に係る分析 

１ 競争状況等に係る分析 

① グループ別契約数等の状況 

【図表Ⅴ－２】移動系通信市場におけるグループ別前期比増減率 

 

（意見） 

●MNOと MVNOの分類の適正化について 

弊社の提供する MVNO サービスは、年次レポート（案）では「MNOである MVNO」とし

て、通常の MVNO とは別に分類されています。更に一部では「MNO(KDDIグループ)」と

の分類もされています。一方、他の「ISPである MVNO」や「FNO（固定系通信事業者）

である MVNO」などは、単に「MVNO」に分類されています。弊社の提供する MVNO サービ

スも、単に「MVNO」に分類すべきです。 

 

・「UQ コミュニケーションズのシェアは増加傾向であり、シェア上位の MVNOと同程度

になっている」とありますが、弊社について特記する根拠が不明です。むしろ、2016

年度末時点においては事業者名が挙がっていなかった楽天が、2017 年度末時点にお

いては「SIMカード型の契約数における事業者別シェアは、楽天が最も高く 15.5％」

と、シェア 1位を獲得していることこそ、脚注 30ではなく本文中に特記すべき事項

ではないかと考えます。 

また、脚注 30 によるとシェア１位の楽天 15.5%、２位のインターネットイニシア

ティブ 14.6％、３位の NTTコミュニケーションズ 11.7％、４位のケイ・オプティコ

ム 10.1％、５位のビッグローブ 5.2%と、シェアには相当幅があり、弊社が「シェア

上位の MVNO と同程度」とは、非常に乱暴な表現であると考えます。このように弊社

のシェアがあたかも突出しているかのように誤認させる表現は削除し、SIM カード

型 MVNO の事業者別シェアを本文中に円グラフ等で明示すべきと考えます。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

意見１－１－３ 「SIMカード型の契約数における事業者別シェア」は脚注ではなく本

文に記載すべき。その上で、MVNO 市場における客観的事実について言及する必要が

あることから、修正を要望。 

考え方１－１－３  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

(3) MVNOサービス市場 

 記載ぶりについての御意見について

は、次年度以降、レポート作成を行う際

の参考とさせていただきます。 

無 
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② 市場シェア 

（略） 

契約数が３万以上の MVNO のうち、SIM カード型を提供する事業者の数は 42 者（前

期比、前年度末比ともに＋１者）と横ばいで推移している。シェア上位の MVNO の契約

数が増加傾向にあること、また MVNO 間の事業承継等により、当該 MVNO の事業者別シ

ェア 30を基に算出した HHI は 822（前期比＋22、前年度末比＋100）と増加傾向となっ

ている。 

なお、MNOである MVNO31を含めた SIMカード型の契約数が３万以上の MVNOの事業者

別シェアを基に算出した HHIは 766（前期比＋24、前年度末比＋89）となる。当該契約

数に占める UQ コミュニケーションズのシェアは増加傾向であり、シェア上位の MVNO

と同程度になっている。 

さらに、MNOのサブブランド 32及び SIMカード型の契約数が３万以上の MVNOの事業

者別シェアを基に算出した HHIは 1,493（前期比▲56、前年度末比▲359）となる。ワ

イモバイルのシェアは他の MVNO 事業者に比してかなり大きいものの、減少傾向にあ

る。また、UQコミュニケーションズのシェアは増加傾向となっている。 
30 SIMカード型の契約数における事業者別シェアは、楽天が最も高く 15.5％、その他の主な事 

業者のシェアは、インターネットイニシアティブが 14.6％、NTTコミュニケーションズが 

11.7％、ケイ・オプティコムが 10.1％、ビッグローブが 5.2％となっている。 

31 MNOである MVNOのうち、UQコミュニケーションズが SIMカード型を提供。 

32 ここでは UQ コミュニケーションズの提供する MVNO サービス及びソフトバンクの提供する「ワ

イモバイル」を指す。 

 

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第２節 移動系通信市場（卸売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

②市場シェア 

2017年度末時点における MNOの卸契約数における事業者別シェア（グループ別）は、

NTT ドコモが 50.5％（前期比＋0.1 ポイント、前年度末比±0 ポイント）と横ばい、

KDDI グループが 26.8％（前期比▲0.4 ポイント、前年度末比▲0.5 ポイント）と減少

傾向、ソフトバンクグループが 22.7％（前期比＋0.3ポイント、前年度末比＋0.5ポイ

ント）と増加傾向となっている。 

また、HHIは 3,782（前期比＋２、前年度末比▲６）と横ばいで推移している。 

 

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第３節 移動系通信市場の分析結果 

１ 移動系通信市場（小売市場） 
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(3) MVNOサービス市場の競争状況等 

MVNOサービス市場の事業者（契約数が３万以上の MVNO）別シェアは、主に SIMカー

ド型を提供する事業者が上位に多くみられ、特に上位５社のシェアが増加傾向となっ

ている。 

契約数が３万以上の MVNO の事業者別シェアを基に算出した HHI は 683（前期比＋

29、前年度末比＋72）であり、シェア上位の MVNOの契約数が増加傾向にあること、ま

た MVNO 間の事業承継等により増加傾向となっている。 

なお、MNOのサブブランド(ソフトバンクの｢ワイモバイル｣、UQコミュニケーション

ズの MVNOサービス)及び SIMカード型が３万以上の MVNO の事業者別シェアを見ると、

ワイモバイルのシェアは MVNO に比してかなり大きいものの減少傾向にある。UQ コミ

ュニケーションズは増加傾向となっている。 

また、MVNO においても、料金低廉化やサービス内容の拡充(マルチキャリア対応や通

信品質の向上等も含む)に向けた取組が行われている。 

 

＜意見＞ 

MVNOサービス市場の現状を分析・評価する上で、主要な事業者とそれぞれのシェア

に関する情報は、基礎的かつ重要な指標であると考えます。現在、MVNO のサービスは

「SIMカード型」「通信モジュール」「単純再販」「その他」の４つに区分されており、

「SIMカード型の契約数における事業者別シェア」は代表的な MVNO サービスの契約者

数の動向であると考えられることから、脚注ではなく、本文に記載すべきと考えます。 

その上で、MNO への参入を表明した楽天（15.5％）が MVNO 市場で既にトップである

こと、２位と３位を占めるインターネットイニシアティブ（14.6％）、NTTコミュニケ

ーションズ（11.7％）は、いずれも NTT グループの MVNO であり、MVNO 市場において

NTT グループが最大勢力（合計 26.3％）となっていること、等の客観的事実について

言及する必要があると考えます。 

上記を踏まえ、以下のとおり修正を要望します。 

 

【修文案】 

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

(3) MVNOサービス市場 

② 市場シェア 

（略） 

契約数が３万以上の MVNO のうち、SIM カード型を提供する事業者の数は 42 者（前

期比、前年度末比ともに＋１者）と横ばいで推移している。SIMカード型の契約数にお
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ける事業者別シェアは、楽天が最も高く 15.5％、その他の主な事業者のシェアは、イ

ンターネットイニシアティブが 14.6％、NTTコミュニケーションズが 11.7％、ケイ・

オプティコムが 10.1％、ビッグローブが 5.2％となっている。MNO 参入を表明した楽

天が一番高いシェアであるが、NTT グループの MVNO である２社で MVNO サービス市場

の４分の一を占める最大勢力となっている。シェア上位の MVNO の契約数が増加傾向に

あること、また MVNO 間の事業承継等により、当該 MVNO の事業者別シェア 30を基に算

出した HHIは 822（前期比＋22、前年度末比＋100）と増加傾向となっている。 

なお、MNO である MVNO3130を含めた SIM カード型の契約数が３万以上の MVNO の事業

者別シェアを基に算出した HHIは 766（前期比＋24、前年度末比＋89）となる。当該契

約数に占める UQコミュニケーションズのシェアは増加傾向であり、シェア上位の MVNO

と同程度になっている。 

さらに、MNO のサブブランド 3231及び SIM カード型の契約数が３万以上の MVNO の事

業者別シェアを基に算出した HHIは 1,493（前期比▲56、前年度末比▲359）となる。

ワイモバイルのシェアは他の MVNO事業者に比してかなり大きいものの、減少傾向にあ

る。また、UQコミュニケーションズのシェアは増加傾向となっている。（中略） 
30 MNOである MVNOのうち、UQコミュニケーションズが SIMカード型を提供。 

31 ここでは UQ コミュニケーションズの提供する MVNO サービス及びソフトバンクの提供する「ワ

イモバイル」を指す。 

 

【KDDI 株式会社】 

意見１－１－４ 利用に応じて得られるポイント等が移動系通信市場に与える影響を

分析・検証すべき。 

考え方１－１－４  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

２ 利用者の動向等に係る分析 

③ 事業者の選択・変更状況等 

ア サービスの比較検討状況等 

【図表Ⅰ－39】MVNO サービスの選択理由 

・利用に応じてポイントが得られる 12.8%（上位から５番目） 

・通信速度が速い 9.2%（上位から９番目） 

 

＜意見＞ 

「利用に応じてポイントが得られる」が「通信速度が速い」よりも選択理由として

上位に挙がっていることから、前述のとおり、例えば楽天ポイント等が移動系通信市

場に与える影響を分析・検証すべきと考えます。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 
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意見１－１－５ MVNOの速度表示について、早急に適切な速度計測及び表示の手法を

確立することが必要。 

考え方１－１－５  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第１節 移動系通信市場（小売市場） 

２ 利用者の動向等に係る分析 

⑫ 通信速度（実効速度） 

（略） 

当該実証実験の結果を活用し、電気通信サービス向上推進協議会において MVNOの実

効速度計測及び表示の手法について検討しているところである。 

 

＜意見＞ 

MVNOの速度表示は利用者利便の確保のため重要であり、早急に適切な速度計測およ

び表示の手法を確立することが必要と考えます。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

 MVNOの実効速度計測及び表示が適切に

なされることは、利用者利便に資する

ものであり、総務省としても引き続き

電気通信サービス向上推進協議会にお

ける議論を注視することとしていま

す。 

無 

意見１－１－６ 移動系通信市場において、MVNOも含めた競争が進展しているとの検

証結果に賛同。 

考え方１－１－６  

第１編 電気通信市場の分析 

第１章 移動系通信 

第３節 移動系通信市場の分析結果 

１ 移動系通信市場（小売市場） 

(1) 移動系通信市場（小売市場）全体の競争状況等 

（略） 

HHI は 2,904（前期比▲17、前年度末比▲62）と MVNOのシェアの増加に伴って減少

傾向となっている。 

また、MVNO サービスの認知度等は低下したものの、利用率は上昇している。 

これらのことから、引き続き、移動系通信市場における MVNO や MNOのサブブラン

ドも含めた競争が進展しているといえる。 

MVNOを含めた市場の競争を一層加速させることにより、利用者ニーズに合致した

料金・サービスの提供が促されることが期待できる。 

 

＜意見＞ 

移動系通信市場において、MVNO も含めた競争が進展しているとの検証結果に賛同

します。 

移動系通信市場全体として、MNO間のみならず、MVNO各社も含めた激しいサービ

ス・料金競争が行われており、利用者の選択肢が増えていること等を評価していただ

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

 

無 
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いたものと理解します。 

 

【KDDI 株式会社】 

 

１－２固定系データ通信 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見１－２－１ FTTH単体の料金比較ではなく市場全体を俯瞰することが必要。 考え方１－２－１  

第１編 電気通信市場の分析 

第２章 固定系データ通信 

第１節 固定系ブロードバンド市場（小売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

(3) FTTH市場（小売市場） 

③ FTTHの料金 

ア FTTH料金の推移 

FTTHの月額料金は、近年、おおむね 5,000 円／月（戸建向けの場合）で推移して

おり、値下げの動きはみられない。 

 

第１編 電気通信市場の分析 

第２章 固定系データ通信 

第４節 固定系データ通信市場の分析結果 

１ 固定系データ通信市場（小売市場） 

(3) FTTH市場（小売市場）の競争状況等 

（略） 

FTTHの月額料金は、近年おおむね 5,000円／月（戸建向けの場合）で推移してい

る。基本となる月額料金の低廉化の動きはみられず、移動系通信サービスやその他の

サービスとのセット割引やキャッシュバック・キャンペーンによる競争が中心となっ

ている。 

 

＜意見＞ 

利用者は固定や無線といった通信サービスの区別を意識することなく、コンテンツ

やアプリケーション、端末等を自由に利用しており、他サービス・商材とも組み合わ

せた選択を行っているため、FTTH単体の料金比較ではなく市場全体を俯瞰すること

が必要であると考えます。 

FTTHに限ってみても、より便利に FTTHサービスをご利用いただけるよう、利用者

に対してツールの提供によるセットアップ支援や、セキュリティ、サポートサービ

 考え方０－１のとおりです。 

 

 

無 
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ス、Wi-Fi、クラウド、IoTサービスなどの付加価値サービスのラインナップの拡充

に努めているところです。また、利用機会が少ないお客様がお手軽な料金でお使いい

ただける二段階定額制メニューや 24 時間出張修理オプションなど料金メニューの充

実に努めております。今後もサービスや料金の多様化に取り組むことでお客様の利便

性向上に努めていく考えです。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

意見１－２－２ 加入光ファイバの耐用年数等のアクセス網について、NTT 東西が提

示した見直しスケジュールをより具体化及び細分化するとともに遅滞なく検討を進

め、得られた結果については平成 31 年度の会計から反映することが重要。また、NTT

東西からはケーブル種別毎の利用実態について、サンプル調査の実施等については

今後検討する考えと説明してから約半年が経過しているにも関わらず、現時点で進

展が見られないところ、NTT 東西よりスケジュール及び調査結果等を早急に提示の

上、議論を加速すべき。 

考え方１－２－２  

第１編 電気通信市場の分析 

第２章 固定系データ通信 

第１節 固定系ブロードバンド市場（小売市場） 

１ 競争状況等に係る分析 

(3) FTTH市場（小売市場） 

③ FTTHの料金 

イ 接続料の推移 

 

＜意見＞ 

加入光ファイバに係る接続料について、競争環境への影響を踏まえ、「接続料の算

定に関する研究会」(以下、「算定研究会」という。)にて論点となっている以下２点

について、見直しに向けた検討を加速頂くよう強く要望します。 

① 加入光ファイバに係る経済的耐用年数について 

第 11回の算定研究会（平成 30年１月 23日開催）の総務省殿資料において経済

的耐用年数に関して、「・・・既に第一次報告書でも触れたように、現行の耐用年

数が採られてから既に 10年近くが経過しようとしていることに鑑み、NTT東日本・

西日本は、経済的耐用年数の適正な推計方法について更に十分検討を行い、設備の

使用実態に合わせて、耐用年数の見直しに向けて早期に対応する必要がある。特に

この見直しに向けた検証については、数か月内に開始し、年内又は来年早期には結

論を出していくことが適当と考えられるものであり、またそうしなければ、実態に

照らして信頼のおける耐用年数が使われているかについて疑念が生じることになり

かねないのではないか。」（資料 11-8「光ファイバケーブルの取扱い（耐用年数等）

・加入光ファイバに係る接続料の算定の

在り方に関する御意見については、今

後の参考とさせていただきます。 

無 
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に関する当面の方向性（案）」P3）と指摘されているところです。多様なサービス

競争を促進していくためにはコア網とアクセス網は同じスケジュール感で議論すべ

きところ、算定研究会では加入光ファイバの耐用年数等のアクセス網に係る議論は

コア網である NGN 関連の議論に比べて遅れている状況です。このため第 11回及び

第 12回の算定研究会で東日本電信電話株式会社殿及び西日本電信電話株式会社殿

（以下「NTT東西殿」という。）が提示した見直しスケジュールをより具体化及び細

分化するとともに遅滞なく検討を進め、得られた結果については平成 31年度の会

計から反映することが重要と考えます。 

 

② 事業用資産の取扱いについて（未利用芯線等） 

第 11回の算定研究会（2018年１月 23日開催）の総務省殿資料において事業用資

産の取扱い（未利用芯線等）に関して、「･･･能率的な経営のもとでの適正原価・適

正利潤という接続料算定の考え方に照らすと、確かに、光ファイバ設備を含む事業

用資産の保有は、現用・予備を含め、事業につき真に必要なものとすることが合理

的であり、またレートベースの算定に用いる正味固定資産価額も事業全体の真実か

つ有効な資産のものに限定されることが適切と考えられる。そのため、こうした観

点から、本研究会及び総務省においても、NTT東日本・西日本からデータの開示及

び説明を受けるなどして、状況を継続的に注視していく必要があると考えられ

る。」（資料 11-8「光ファイバケーブルの取扱い（耐用年数等）に関する当面の方向

性（案）」P4）と指摘されているところです。これに対して NTT東西殿からは、ケ

ーブル種別毎の利用実態について「･･･特定の収容ビルにおけるサンプル調査の実

施等については今後検討する考えです。」（第 11回算定研究会 NTT東西殿資料 11-7

「光ファイバケーブルに関する取扱いについて」P2）と説明していますが、その

後、約半年が経過しているにもかかわらず、現時点で進展が見られません。本件に

ついては NTT東西殿よりスケジュール及び調査結果等を早急に提示頂いた上で議論

を加速すべきと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

意見１－２－３ 総務省においては、異業種のイノベーション拡大や新しい産業の萌

芽も実感される状況を踏まえ、迅速かつタイムリーなサービス提供が可能となるよ

うな環境を整備し、ICT 社会の一層の進展による新たな価値創造を促すような政策

によって、我が国の経済成長を牽引してほしい。 

考え方１－２－３  

第１編 電気通信市場の分析 

第２章 固定系データ通信 

第４節 固定系データ通信市場の分析結果 

２ FTTH市場（卸売市場） 

(2) サービス卸の影響等 

 考え方０－１のとおりです。 無 
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（略） 

サービス卸を含めた NTT 東西の FTTH 契約数は 2017 年度末で 2,053 万であり、直近

３年間（2015 年３月末～2018年３月末）で約 180万増加しているが、サービス卸の提

供開始前に比べて顕著に増加したとは認められない。 

他方で、サービス卸の提供開始以降、様々な分野からの参入により新たなサービス

の提供が進んでいる。引き続き、様々な業種との連携による更なるイノベーションの

促進が期待されている。 

様々な分野の事業者との連携を通じて FTTH の利用促進につながっているか引き続

き注視が必要である。 

 

＜意見＞ 

当社は、様々なプレイヤーが業界の垣根を超えてコラボレーションし、イノベーシ

ョンの促進による価値創造を図っていくことを下支えしていくためサービス卸を開始

しました。 

サービス卸開始以降、異業種※からの新規参入は 465 事業者（東日本電信電話株式

会社）／440事業者（西日本電信電話株式会社）（Ｈ30.3末時点）と引き続き増加して

おり、様々な業種のプレイヤーとの光コラボレーションを推進してきたことで、裾野

は着実に拡大し続けています。 

通信事業者ではない新規参入事業者にとっては、マーケティング活動の浸透に加え、

運用ノウハウの蓄積や人材の確保などの体制構築に一定の期間を要することから、一

朝一夕に契約数が伸びるものではないため、これまで、異業種をはじめとする卸先事

業者に対し、注文受付・料金回収代行等の支援メニューや販売支援、システム連携等

の基盤提供を行ってきたところであり、今後さらに充実させていく考えです。 

既存の顧客基盤を活用した通信事業者による契約数の拡大に加え、不動産、医療・

介護、エネルギーといった様々な分野で FTTH を活用した新たなビジネスが創出され、

異業種のイノベーション拡大・新しい産業の萌芽も実感しております。総務省におい

ては、異業種のイノベーション拡大や新しい産業の萌芽も実感される状況を踏まえ、

従来の通信事業者を含む多様なプレイヤーが自由な発想や創意工夫によって迅速かつ

タイムリーなサービス提供が可能となるような環境を整備いただき、ICT 社会の一層

の進展による新たな価値創造を促すような政策によって、我が国の経済成長を牽引し

ていただきたいと考えます。 
※MNO、ISP等の通信事業以外の業種 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

１－３固定系音声通信 
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頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見１－３－１ 現在意見募集が行われている、「平成 31 年度以降の接続料算定にお

ける長期増分費用方式の適用の在り方について答申案」において、PSTN 接続料算定

の際に改良 IPモデルを組み合わせる際の判断基準として、スタックテストが用いら

れる旨が記載されているところ、、NTT東西が振替接続料として利用する機能と接続

事業者が利用する機能とで乖離がある場合には、「NTT東西と接続事業者が同一条件

でサービス提供可能か」という観点も考慮に入れる必要がある。また、スタックテ

ストにおいては異なる着信先ごとの内訳も提出されるべき。 

考え方１－３－１  

第１編 電気通信市場の分析 

第３章 固定系音声通信 

第１節 固定電話市場 

１ 競争状況等に係る分析 

(1) 固定電話市場 

③ 料金等 

イ 固定電話に係る接続料 

 

＜意見＞ 

PSTN接続料（GC、IC 接続料）は年々上昇傾向にあり、特に IC接続料においては平

成 31年度～平成 33年度に 10円台/3 分の水準となることが予測されていることか

ら、利用者料金との逆鞘が発生する可能性が高い状況にあります。 

そのような中、現在意見募集が行われている、「平成 31年度以降の接続料算定にお

ける長期増分費用方式の適用の在り方について答申案」において、PSTN接続料算定

の際に改良 IPモデルを組み合わせる際の判断基準として、スタックテストが用いら

れる旨が記載されていますが、そのためにはスタックテストの検証目的である、「価

格圧搾による不当な競争が引き起こすものとならないか」という観点に加え、NTT東

西殿が振替接続料として利用する機能と接続事業者が利用する機能とで乖離がある場

合には、「NTT東西殿と接続事業者が同一条件でサービス提供可能か」という観点も

考慮に入れる必要があると考えます。 

また、不当な競争が引き起こされていないかを検証する観点で、接続料金における

異なる着信先との間での内部相互補助の検証も必要であると考えられるため、スタッ

クテストにおいては異なる着信先(例：PSTN発－PSTN 着と PSTN発－ひかり電話着等)

ごとの内訳も提出されるべきと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

・PSTNに係る接続料の算定の在り方に関

する御意見については、今後の参考と

させていただきます。 

無 

意見１－３－２ 「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」に基づき、利用

者料金収入と振替接続料総額の差分が営業費相当基準額を下回る場合には、スタッ

考え方１－３－２  
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クテスト指針に基づき第一種指定電気通信設備接続料規則の規定による接続料の水

準の調整を行う等の対応を積極的に実施していくことが必要。またドライカッパに

ついては、競争事業者にとってドライカッパと十分に同等と言える代替的な機能が

あるとは言えない場合や市場において利用者数が十分減退したと言えない場合には

引き続きスタックテストによる検証の対象とすべき。 

第１編 電気通信市場の分析 

第３章 固定系音声通信 

第１節 固定電話市場 

１ 競争状況等に係る分析 

(1) 固定電話市場 

③ 料金等 

イ 固定電話に係る接続料 

 

＜意見＞ 

メタル加入者回線（ドライカッパ）の接続料について、平成 30年度は 1,600円前

後となり前年度とほぼ同水準となりましたが、これは減価償却方法の定額法への移行

といった一時的な要因によるもので、今後は上昇傾向になると想定されます。また、

接続料の上昇に伴い、振替接続料総額が利用者料金による収入に近接してくることが

考えられるため、「接続料と利用者料金の関係の検証に関する指針」（以下「スタック

テスト指針」という。）に基づき、利用者料金収入と振替接続料総額の差分が営業費

相当基準額を下回る場合には、スタックテスト指針に基づき第一種指定電気通信設備

接続料規則第 14 条の２の規定による接続料の水準の調整を行う等の対応を積極的に

実施していく必要があります。 

また、ドライカッパについては 2年後を目途にスタックテストの対象とするか再度

検討を行うことが適当（平成 29 年９月「接続料の算定に関する研究会第一次報告

書」P56）とされていますが、代替的な機能の有無、代替機能の料金及び利用者数の

規模等を考慮し、競争事業者にとってドライカッパと十分に同等と言える代替的な機

能があるとは言えない場合や市場において利用者数が十分減退したと言えない場合に

は引き続きスタックテストによる検証の対象とすべきと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

・メタル加入者回線（ドライカッパ）の接

続料の算定の在り方に関する御意見に

ついては、今後の参考とさせていただ

きます。 

無 

 

１－４法人向けネットワーク 
（該当意見なし。） 

 

１－５グループ化の動向に係る分析 
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頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見１－５－１ 各 MNO によるグループ内取引の状況を示すのであれば、比率だけで

はなく、各社の取引規模も示すことが必要であるため、図表 V-４を差し替えること

を要望。 

考え方１－５－１  

第１編 電気通信市場の分析 

第５章 グループ化の動向に係る分析 

１ 競争状況等に係る分析 

① グループ別契約数等の状況 

（略） 

NTT ドコモにおけるグループ内取引比率（47.0％、前期比＋0.7ポイント、前年同期

比＋2.3 ポイント）は高まっているが、MVNE でもあるグループ内事業者における再卸

の割合が高まっていることが一つの要因として考えられる。 

KDDI におけるグループ内取引比率（34.0％、前期比＋3.5 ポイント、前年同期比＋

16.1ポイント）は、グループ内 MVNO の契約数の増加に伴い高まっている。 

ソフトバンクにおけるグループ内取引比率（3.7％、前期比▲0.2ポイント、前年同

期比▲0.5ポイント）は低く、減少傾向となっている。 

 

 
 

＜意見＞ 

各 MNO によるグループ内取引の状況を示すのであれば、比率だけではなく、各社の

取引規模についても示す必要があると考えます。例えば、取引規模の違いを円グラフ

の大きさ（面積）で明示する等の工夫が効果的です。 

これにより、NTTドコモのグループ内取引比率が競合他社に比べて高いだけでなく、

その規模も圧倒的であること、その結果として、MVNO 市場における最大勢力が NTTグ

ループの MVNO（インターネットイニシアティブ/NTTコミュニケーションズ）になって

おり、MVNO市場における NTTグループの影響力が大きいといった実情が明確になりま

 記載ぶりに関する御意見については、

次年度以降、レポート作成を行う際の

参考とさせていただきます。 

 

 なお、MNOの卸契約数における事業者別

シェア（グループ別）等については、本

レポート案P76に記載があります。 

無 
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す。 

このため、図表 V-４を以下のとおり差し替えることを要望します。 

 

＜図表の修正イメージ＞ 

 
【KDDI 株式会社】 

意見１－５－２ シェア等の分析に留まらず、NTT グループの市場支配力の行使状況

等の検証を行うべき。 

考え方１－５－２  

第１編 電気通信市場の分析 

第５章 グループ化の動向に係る分析 

１ 競争状況等に係る分析 

① グループ別契約数等の状況 

【図表Ⅴ－８】移動系通信市場・FTTH市場（小売市場）におけるグループ別シェアの

推移 

 

＜意見＞ 

「依然として主要市場における NTT グループの存在感が顕著に大きい」と分析され

ているものの、市場支配力の行使状況等の検証は行われていません。 

NTT グループは、元国営の独占企業であり、いまだその市場支配力は強大であるこ

と、また、バックオフィス部門の業務集約によるグループ一体経営やサービス卸等に

よる ICT 基盤の独占化、NTT 東西殿における利用部門と競争事業者の取り扱いの差異

など、これまでの市場支配力に着目したドミナント規制の趣旨に反する「潜脱的行為」

が常態化しつつある懸念も存在することから、シェア等の分析に留まらず、市場支配

力の行使状況等の検証を行うべきと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 

意見１－５－３ NTT ブランドの影響が電気通信事業の公正な競争にどのような影響

を及ぼすかについて、より検証を深めることが必要であり、それとともに公正競争

考え方１－５－３  
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確保に必要な措置についても検討されるべき。 

第１編 電気通信市場の分析 

第５章 グループ化の動向に係る分析 

２ 利用者の動向等に係る分析 

【図表Ⅴ－15】ブランドイメージを重視した人の割合 

 

＜意見＞ 

移動系サービス、固定系サービス共に、ブランドイメージを重視した割合は、NTTグ

ループが最も大きい結果となっていますが、これは過去の公社時代、一社独占時代か

ら利用されている「NTT」というブランドが有する影響力を示しているものと考えられ

ます。 

日本においては、固定通信と移動体通信の連携・融合や NTT グループのグループ連

携に伴う上位レイヤへの進出が本格化しており、「NTT」ブランドの相乗的効果が公正

競争に与える影響は無視できないものとなっていることから、NTT ブランドの影響が

電気通信事業の公正な競争にどのような影響を及ぼすかについて、より検証を深める

ことが必要であり、それと共に公正競争確保に必要な措置（分離・分割及び再編成の

趣旨等に沿ったブランド分離等）についても検討されるべきと考えます。 

なお、ブランド力の競争への影響については、諸外国においても NTT グループと同

様の市場支配的事業者の再編問題等に絡めて、必ず議論になる重要な論点です。周知

のとおり、英国においては、BTのボトルネック設備を保有する設備管理部門と設備利

用部門を明確に分離した上で、設備管理部門については、「Openreach」としてブラン

ドを分離することで、アクセス網に対する消費者への信頼がドミナント事業者の他レ

イヤの活動へ波及することを防止しています。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

・御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 

意見１－５－４ 独占禁止法上のグループの概念の採用を支持。依然として NTT グル

ープの存在感が顕著に大きいことが判明したことから、分析・検証の結果に、その

旨を記述すべき。 

考え方１－５－４  

第１編 電気通信市場の分析 

第５章 グループ化の動向に係る分析 

３ グループ化の動向に係る分析結果 

(1) グループごとの競争状況等 

（略） 

FTTH市場においても、各グループで特定の事業者のみが顕著に成長しているような

状況や横並びの状況にはなく、グループ内競争も一定程度存在すると考えられる。 

一種指定設備設置事業者（NTT東西）におけるグループ内取引比率は増加傾向となっ

ている。 

 記載ぶりに関する御意見については、

次年度以降、レポート作成を行う際の

参考とさせていただきます。 

無 
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さらに、移動系通信市場及び FTTH市場を俯瞰してみると、グループ別シェアについ

ては NTT グループのシェアが減少傾向であり、他の主要グループ及びその他事業者の

シェアが概ね増加傾向であるものの、全体として大きくは変動しておらず、依然とし

て主要市場における NTTグループの存在感が顕著に大きい。 

なお、NTTグループ及び KDDI グループについては、移動系通信契約数の伸びが拡大

している。また、主要グループ以外の事業者をまとめて見ると、移動系通信契約数の

伸びがやや拡大している。 

 

＜意見＞ 

平成 29年度では、グループ化の動向に着目し、分析・検証が行われました。前回ま

での検証では、NTT グループについては、MNO（NTTドコモ）のシェアのみを対象とし、

グループ内の MVNOのシェアは加味されていませんでした*。本分析・検証においては、

グループ内の MVNOのシェアも加味するにあたり、独占禁止法上のグループの概念で実

施されましたが、当社はこのグループ概念の採用を支持します。 

その結果、サービスベースでは、NTTグループのシェアは、移動系通信市場で前回ベ

ースでの 38.7%から 40.2%（【図表Ⅴ－３】移動系通信市場におけるグループ別シェア）

に変わりました。FTTH 市場でも同様に見直しを行ったことにより、前回ベースでの

31.1%（【図表Ⅱ－20】FTTH市場（小売市場）の事業者別シェア及び市場集中度の推移）

から 50.5%（【図表Ⅴ－７】FTTH市場におけるグループ別シェア）に集計が変わり、「依

然として主要市場における NTT グループの存在感が顕著に大きい」ことが判明しまし

た。 

＊前回までの検証では、移動系通信市場の事業者別シェア（グループ別）を集計す

るにあたり、KDDIグループについては、KDDI に加え、MNOである UQコミュニケーシ

ョンズと、MVNO である UQコミュニケーションズの双方を「MNO グループ」と定義し

てシェアが算定されていました。一方、NTT グループは NTT ドコモ単体のみであっ

て、グループ内 MVNO が含まれておらず、適切ではありませんでした。 

設備面でみれば、移動系通信市場での NTTドコモのシェアは 44.0%（【図表Ⅰ－７】

移動系通信市場の事業者別シェア及び市場集中度の推移（グループ別）から算定）、光

ファイバ回線での NTT 東・西のシェアは 77.1%(平成 28年度末時点)となっています。 

したがって、分析・検証の結果については、“設備ベース・サービスベースの両面で

依然として主要市場における NTT グループの存在感が顕著に大きい”と、記述すべき

と考えます。 

 

【KDDI 株式会社】 

 

１－６隣接市場間分析 
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頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見１－６－１ 平成 30年度においても、引き続き、隣接市場である映像サービスの

うち、特に放送サービスの影響を分析・検証してほしい。分析に当たっては、隣接

市場が通信市場に与える影響を分析する視点でアンケート等を実施することを要

望。 

考え方１－６－１  

第１編 電気通信市場の分析 

第６章 隣接市場間分析 

第１節 隣接市場間分析 

（参考）異業種連携サービスの影響 

③ 映像サービスの影響 

今後固定系ブロードバンドサービスの事業者を変更する意向があると回答した者に

おいて、事業者変更の際に映像サービスを重視する人の割合は 7.4％であり、固定系ブ

ロードバンドサービスの利用者に対する映像サービスの誘引効果は小さいといえる。 

 
 

＜意見＞ 

平成 30年度においても、引き続き、隣接市場である映像サービスのうち、特に放送

サービスの影響を分析・検証していただきたいと考えます。 

平成 30 年 12 月には BS、CS（110 度）において 4K･8K の実用放送（「新 4K8K 衛星放

送」）が開始される予定です。この新 4K8K 衛星放送においては、放送波に加え、通信

（固定ブロードバンド）による受信（再放送）がその普及に重要な役割を果たすこと

が期待されており、「放送」は FTTH サービスの選択（競争環境）に大きな影響を及ぼ

すようになると想定されます。 

分析にあたっては、例えば、 

“「放送」の視聴で「FTTH」や「モバイル」の利用料金が割り引かれるサービスがあ

れば選択するか” 

など、隣接市場が通信市場に与える影響を分析する視点でのアンケート等の実施を要

望します。 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 



25 

 

【KDDI 株式会社】 

 

２．電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

２－１固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見２－１－１ サービス卸に関し、NTT東日本が販売委託会社提出した電話勧誘リ

ストに、情報の目的外利用に該当する情報が含まれていた事案について、総務省か

らの要請の趣旨を真摯に受け止め、今後同様の事案を発生させないよう取り組む。 

考え方２－１－１  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第１章 固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 NTT東西におけるサービス卸の提供状況等の確認結果 

２ NTT東西におけるサービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況等の確認結果等（概

要） 

（略） 

一方で、NTT 東日本において、同社が販売委託会社に提出していた電話勧誘リスト

に、目的外利用に当たる利用者情報が含まれていることが分かった。 

総務省においては、今後とも、サービス卸の提供において、競争阻害的な行為や不

当な差別的取扱い等に該当する行為がないか、注視を継続していくとともに、個別事

案については、状況に応じて、必要な措置をとることとしている。 

 

＜意見＞ 

当社がお預かりしたお客様情報を誤って本来の目的ではない当社サービスのご案内

に用いておりました。当社は総務省から受領した要請の趣旨を真摯に受け止め、今後

同事案を発生させないよう取り組んでまいります。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

・総務省は、「NTT東西のFTTHアクセスサ

ービス等の卸電気通信役務に係る電気

通信事業法の適用に関するガイドライ

ン」を踏まえた対応状況等について引

き続き注視することとしています。 

無 

意見２－１－２ 価格圧搾による不当な競争を行うことは、光サービス卸の目的に反

したものであり、このような競争を自ら生じさせることはあり得ない。 

考え方２－１－２  

第２編 電気通信事業者の業務適正性等の確認 

第１章 固定系通信に関する電気通信事業者の業務状況等の確認結果 

第１節 NTT東西におけるサービス卸の提供状況等の確認結果 

３ NTT西日本におけるサービス卸の提供料金と FTTHの利用者料金の水準に係る詳細

確認結果等（概要） 

（略） 

・NTT 東西が価格圧搾を行う能力を有す

ること及び今後価格圧搾を行う誘因が

生じる可能性があることは、多くの

FTTH事業者が NTT東西の卸役務に依存

しているという現況等に基づく客観的

分析として記載したものです。なお、西
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これについて、同社において、現在、「光サービス卸」を推進していることは事実で

あるが、他方で、多くの FTTH 事業者が NTT西日本の卸役務に依存している現況からす

れば、同社では、卸料金水準（又は利用者料金水準）の設定によって、価格圧搾を行う

能力を有しており、また、今後、価格圧搾を行う誘因が生じる可能性があるのも事実

である。 

したがって、総務省から NTT 西日本に対し、今回の検証結果を情報提供し、今後と

も価格圧搾による不当な競争が引き起こされないよう、卸料金水準と利用者料金水準

の関係について状況把握を行っていくことが適当であると考えられる。 

 
＜意見＞ 

光サービス卸は、モバイルのブロードバンド化の進展等に伴う市場変化により、こ

れまで構築してきた光インフラの需要の伸びが鈍化する中、通信事業者が限られたパ

イを奪い合うスイッチング競争から脱却して、様々なプレイヤーとの連携によるイノ

ベーション促進を通じた多様な新サービスを創出することで、光サービスの新たな需

要を開拓することを目的としたものです。 

その際、当社は、光サービス卸を用いた新サービスとフレッツ光を競合させる意図

はなく、光サービス卸の料金についても、フレッツ光という単体サービスから、様々

なプレイヤーの独自サービスとコラボ光を組み合わせた複合サービスへの円滑な移行

が可能となるよう、また、それら複合サービスによる他の通信事業者のサービスへの

競争対抗が可能となるよう、需要動向、競争状況、市場価格等の市場環境やコスト等

を勘案して設定しりるところです。 

さらに、新規顧客獲得を促す観点から、新規販売奨励金や継続利用奨励金を設定し

ていることに加えて、既存顧客（フレッツ光ユーザ）の円滑な移行を促す観点から、

工事不要でコラボ光への切替を可能とする「転用」の仕組みを導入するとともに、割

引サービスに係る違約金を無条件で免除しているところです。 

また、光サービス卸の料金そのものについても、光サービス卸にかかる営業コスト

等の効率化が進んだことから、2018 年４月より値下げしたところです。 

今回、当社の卸料金・利用者料金水準の単純比較を捉えて、「価格圧搾を行う能力を

有し」、「今後、価格圧搾を行う誘因が生じる可能性がある」との検証結果について、

卸先事業者は当社のビジネスパートナーであり、これらの事業者と競争するものでは

ありません。 

従って、今回の検証で指摘されている「価格圧搾による不当な競争」を行うことは、

上述の光サービス卸の目的に反したものであり、このような競争を自ら生じさせるこ

とはあり得ません。 

当社としては、様々なプレイヤーによる高度かつ多様なサービスの提供を促進する

観点から、今後とも、卸料金の見直し等の料金面での対応を検討していくとともに、

事業者間変更の導入等、プレイヤーの要望等を踏まえた運用面・システム面での対応

日本電信電話株式会社に価格圧搾の意

図があるとまで評価しているものでは

ありません。 
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についても充実させていく考えです。 

 

【西日本電信電話株式会社】 

意見２－１－３ コスト削減を通じた卸料金の低廉化や市場環境等に応じた卸料金の

設定に向けた検討が必要。 

考え方２－１－３  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第１章 固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第２節 サービス卸の卸先事業者におけるサービスの提供状況等の確認結果 

２ サービス卸の卸先事業者におけるサービスの提供状況等の確認結果等（概要） 

（略） 

その他「サービス提供に当たっての課題等」については、一部の卸先事業者から、

現状の卸料金水準では小売料金設定の自由度が狭く得られる利潤も低いこと、また、

運用コスト等の負担が大きいことから、卸料金の値下げが望ましいとの意見があった。 

これについて、卸料金は営業コストの削減等が進んだことから平成 30年４月より値

下げが行われ、また、NTT西日本からは「様々なプレーヤーによる高度かつ多様なサー

ビスの提供を促進する観点から、今後とも、卸料金の見直し等の料金面での対応を検

討していく」との見解が示されているところ、引き続き卸料金の引き下げも視野に入

れた取組が行われることを期待するとともに、その状況を注視することとしている。 

 

＜意見＞ 

卸料金については、コストに加え、需要動向、競争状況、市場価格等を勘案して設

定しており、また、サービス卸の施設数が拡大したこと等により、サービス卸に係る

営業コスト等の効率化が進んだことから、2018年４月より値下げしたところです。 

また、卸先事業者の更なる契約数拡大に向けて、事業運営をサポートするためのシ

ステム改善、業務支援メニューの強化等支援を図っているところです。 

今後とも、多様なプレイヤーによる新事業や新サービスの創出を図っていく観点か

らは、コスト削減を通じた卸料金の低廉化や市場環境等に応じた卸料金の設定に向け

た検討が必要になると考えます。 

また、事業者間変更の導入等、卸先事業者の要望を踏まえた運用面・システム面で

の対応についても充実させていく考えです。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

 本レポート案においても記載のとお

り、「FTTHの小売市場における公正な競

争の土台」となる卸売市場における公

正な競争の確保が引き続き重要」であ

り、引き続き卸料金の引き下げも視野

に入れた取組が行われることを期待す

るとともに、その状況を注視すること

としています。 

 

・総務省は、「NTT東西の光サービスの卸

売サービスの事業者変更の在り方につ

いてのタスクフォース」の報告書を取

りまとめ、NTT東西に対して、当該報告

書を踏まえた事業者変更が実現される

ために必要な措置を講ずるよう要請を

行ったところであり、両社における対

応状況等を引き続き注視することとし

ています。 

無 

意見２－１－４ 引き続き、卸先事業者と連携し、全卸先事業者一斉開始に向けて「事

業者変更」の具体的な運用ルールを整理していく。 

考え方２－１－４  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第１章 固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

・総務省は、「NTT東西の光サービスの卸

売サービスの事業者変更の在り方につ

無 
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第２節 サービス卸の卸先事業者におけるサービスの提供状況等の確認結果 

２ サービス卸の卸先事業者におけるサービスの提供状況等の確認結果等（概要） 

（略） 

なお、平成 28 年度年次レポートにおいては、サービス提供に当たっての課題とし

て、NTT東西のサービス卸の卸先事業者を変更する際の IP電話番号の継続利用が実現

できていない点について指摘し、業界団体の委員会における検討状況を注視すること

としていたところである。 

これについては、平成 29年６月に総務省が一般社団法人テレコムサービス協会 FVNO

委員会に対して行った要請を受け、同委員会及び同委員会番号移行関係 TFにおいて、

同年７月より議論が行われ、平成 30 年 4月に大まかな考え方の整理が行われた。 

同年５月より、総務省において、ICT 安心・安全研究会の下に「NTT東西の光サービ

スの卸売サービスの事業者変更の在り方についてのタスクフォース（主査：新美育文

明治大学法学部教授）を設置し、同協会での議論を踏まえ、IP電話番号の継続利用を

含めた卸先事業者の変更の在り方について検討を行ってきたところ、平成 30年７月を

目処に開催予定の同タスクフォースにおいて、報告書が取りまとめられる予定となっ

ている。 

 

【意見】 

当社は、これまでの（一社）テレコムサービス協会の FVNO委員会での議論や総務省

タスクフォースの議論等を踏まえ、事業者変更の仕組みの実現に向けた諸対応を進め

てまいります。 

引き続き、総務省タスクフォース及び FVNO委員会での議論等に参画して、卸先事業

者の皆様と連携し、全卸先事業者一斉開始に向けて「事業者変更」の具体的な運用ル

ールを整理していく考えです。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

いてのタスクフォース」の報告書を取

りまとめ、NTT東西に対して、当該報告

書を踏まえた事業者変更が実現される

ために必要な措置を講ずるよう要請を

行ったところであり、両社における対

応状況等を引き続き注視することとし

ています。 

意見２－１－５ 県間伝送路に関して、落札に至るまでのプロセスや基準の透明化が

必要。 

考え方２－１－５  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第１章 固定系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第３節 グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結

果 

２ グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結果等 

(1) 県間伝送路の調達関連 

 

＜意見＞ 

 県間伝送路の入札に関する御意見につ

いては、今後の参考とさせていただき

ます。 

無 
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県間伝送路に関しては、落札に至るまでのプロセスや基準が不明瞭となっているこ

とから、その透明化（評価基準や落選した際の詳細理由の開示等）が必要と考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

 
２－２移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見２－２－１ 移動系通信に関する事業者の業務の状況やグループ内外の事業者に

対する不当な差別的な取扱いの有無等の状況確認の結果、注視・検証していくとさ

れた事項については、さらに検討等を進めてほしい。とりわけ BWA 事業者への第二

種指定電気通信設備制度の適用に関しては、今回の確認結果等を踏まえ具体的対応

を進めることが望ましい。 

考え方２－２－１  

移動系通信に関する事業者の業務の状況やグループ内外の事業者に対する不当な差

別的な取扱いの有無等について、MVNOへのヒアリング等を行いつつ、その状況を確認

いただいたこと感謝いたします。 

確認の結果、注視・検証していくとされた事項については、MVNO市場の健全な発展、

モバイル市場全体の公正競争環境の向上の観点から重要と考えますので、さらに検討

等を進めていただくようお願いします。とりわけ BWA 事業者への第二種指定電気通信

設備制度の適用に関しては、今回の確認結果等を踏まえ具体的対応を進めていただく

ことが望ましいと考えます。 

今後とも、検証のなかで、問題等が明らかになった場合は、制度的措置の実施を含

め速やかに対処いただくことを希望します。 

 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

 

 市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

無 

意見２－２－２ ネットワークの提供に際して、KDDI から当社に事実上の金銭的補助

が行われているかについて検証は不要。当社に特化して経営資源獲得方法の検証ま

で行うことは、過剰介入であり、却って公正競争を歪めることになる。仮に、MVNO

事業に投入する経営資源の源泉等を検証するのであれば、他事業者がそれぞれ高い

市場シェアを持つ各種事業の収益を MVNO 事業へどの程度投入しているか、親会社や

グループ会社から MVNO事業への「事実上の金銭的補助」が行われていないか等につ

いても検証し比較検討しなければ、公平な結論は導けない。 

考え方２－２－２  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

２ 電波利用の連携によるサービスの現状や MVNOの要望等についての確認結果等 

 「事実上の金銭的補助」については、モ

バイル市場の公正競争促進に関する検

討会報告書における「グループ内MNOに

よりネットワーク提供に際しての事実

無 
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対応方針 

○総務省では、報告を受けている特定移動端末設備のシェアを勘案することにより、

第二種指定電気通信設備制度の適用を検討する。 

 

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第２節 グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結

果 

２ グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結果等 

対応方針 

（略） 

○モバイル検討会において、MVNO のデータ伝送役務の提供に係る契約帯域幅及びその

利用者数について MVNO10 社から情報提供を受けたところ利用者当たり契約帯域幅

（kbps/利用者数）では UQ がこれら MVNO の中で最も大きい値であった。MVNO の支

払額が接続約款に準拠するものであれば、UQ では、他の MVNO よりも利用者当たり

で多額の料金を支払うことでそれに応じた大きな帯域幅を確保していることにな

る。 

○この点について、ネットワーク提供に際しての事実上の金銭的補助があるが故に上

記の多額の支払いが可能となっているのかについては必要な検証が行われていな

い。 

○今後、本件検証について、総務省において検討を進めていく。 

 

＜意見＞ 

●二種指定設備設置事業者における各 MVNOへの提供条件の公平性検証について 

二種指定設備設置事業者 KDDIの特定関係法人である弊社が、接続帯域幅の確保にお

いて不当な優遇を受けていないことが今回明らかになりました。これに関し、年次レ

ポート（案）には「ネットワークの提供に際して、当該二種指定設備設置事業者から

当該関連 MVNO に事実上の金銭的補助が行われていることによって、当該関連 MVNO に

おいて契約帯域幅に応じた多額の支払いが可能となっているのかについては十分な検

証が行われていないため、今後、検証を進めていくこととしている」とありますが、

これ以上の検証は不要であると考えます。 

公平な提供条件のもと、どのようにして得た経営資源をどの程度 MVNO事業へ投入す

るかは、まさに各 MVNOの事業戦略・経営判断です。行政が先入観を持って年次レポー

ト（案）に「事実上の金銭的補助」などと疑いを記載し、弊社に特化して経営資源獲得

方法の検証まで行おうとすることは、過剰介入であり、却って公正競争を歪めること

になると考えます。 

前述のとおりこれ以上の検証は不要と考えますが、仮に、MVNO 事業に投入する経営

上の金銭的補助（いわゆる「ミルク補

給」）があるが故に上記の多額の支払い

が可能となっているのかについては、

（中略）必要な検証が行われていな

い。」「本検証は、現行制度のもとで可能

なところから早急に開始すべきであ

る」との提言を受け、総務省において検

討を進めていくこととするものです。

本件に関する御意見については、検討

を進める際の参考とさせていただきま

す。 

 

 BWA事業者への第二種指定電気通信設

備制度の適用に関する御意見について

は、今後の検討の際の参考とさせてい

ただきます。 
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資源の源泉等を検証するのであれば、楽天が EC事業等から、あるいは NTTグループ、

ソフトバンクグループおよび電力系事業者等が、高い市場シェアを持つコンテンツ事

業、ISP 事業、FTTH 事業および MNO 向け基地局回線事業等から、それぞれどのように

収益を上げ、それらを MVNO 事業へどの程度投入しているか、あるいは親会社やグルー

プ会社から MVNO 事業への「事実上の金銭的補助」が行われていないか等についても検

証し、比較検討しなければ、公平な結論は導けないと考えます。 

 

●BWA事業者への第二種指定電気通信設備制度の適用の検討について 

第二種指定電気通信設備と BWA 設備による電波利用の連携サービスの存在や、MVNO

事業者へのアンケート結果（要望）を考慮し、外形的な特定移動通信端末設備のシェ

アをもって BWA 事業者への第二種指定電気通信設備制度の適用を検討することは不適

当であると考えます。BWA事業者に接続交渉上の優位性は無く、また、他事業者からの

接続要望もこれまでに受けておらず制度適用の要件を満たしていないことから、BWA事

業者への第二種指定電気通信設備制度の適用は過剰な規制であり、不要と考えます。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

意見２－２－３ BWA 事業者の第二種指定電気通信設備の適用の検討に当たっては、

現在の BWAの提供実態等を勘案した上で「接続交渉上の優位性があるか」を踏まえ、

現在の市場環境に沿った制度の在り方を含めて慎重な検討を進めるべき。また、環

境変化を踏まえ、現在の二種指定基準が適切なものとなっているかどうかを改めて

議論することが必要。仮に BWA 事業者の二種指定の適用を議論するのであれば、カ

ウント方法の在り方についても丁寧な議論をすべき。 

考え方２－２－３  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

２ 電波利用の連携によるサービスの現状や MVNOの要望等についての確認結果等 

確認結果 対応方針・対応状況 

（１）電波利用の連携によるサービスの提供状況 

・一部の二種指定設備設置事業者においては、そのグル

ープの BWA事業者の基地局設備を活用した電波利用の

連携によるサービスを提供している。 

・BWA事業者の基地局設備の利用について接続約款に定め

がなく、MVNOは、二種指定設備設置事業者や BWA事業

者と個別に交渉する必要がある。（現実には、BWA事業

者から卸役務の提供を受ける二種指定設備設置事業者

との交渉が行われている。） 

・KDDIにおいては、L2接続と同様の形態で卸役務を提供

する全ての MVNOに対し、BWA事業者（UQ）から卸役務

○総務省では、報告を受けている特

定移動端末設備のシェアを勘案する

ことにより、第二種指定電気通信設

備制度の適用を検討する。 

 BWA事業者への第二種指定電気通信設

備制度の適用に関する御意見について

は、今後の検討の際の参考とさせてい

ただきます。 

 

無 
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で提供を受ける基地局設備を卸役務で提供している。 

・ソフトバンクにおいては、単純再販の形で卸役務を提

供する MVNOに対し、BWA事業者（WCP）から卸役務で提

供を受ける基地局設備を卸役務で提供している。 

 

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第２節 グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結

果 

２ グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結果等 

確認結果 対応方針・対応状況 

（１）料金設定及びサービス品質関連 

・二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNOの提供するサービスについて、他の MVNOと同等の

料金設定で伝送速度が圧倒的に速いサービスの提供がな

されており、当該二種指定設備設置事業者によるグルー

プ内優遇の可能性がある。 

○二種指定設備設置事業者は、卸電気

通信役務の一部について、料金その

他の提供条件等の届出を義務づけら

れており、総務省において当該届出

の内容を行っているところ、当該届

出に基づき確認できる範囲では、概

ね接続約款に準拠するものであっ

た。 

○モバイル検討会において、MVNOのデ

ータ伝送役務の提供に係る契約帯域

幅及びその利用者数について MVNO10

社から情報提供を受けたところ利用

者当たり契約帯域幅（kbps/利用者

数）では UQがこれら MVNOの中で最

も大きい値であった。MVNOの支払額

が接続約款に準拠するものであれ

ば、UQでは、他の MVNOよりも利用者

当たりで多額の料金を支払うことで

それに応じた大きな帯域幅を確保し

ていることになる。 

○この点について、ネットワーク提供

に際しての事実上の金銭的補助があ

るが故に上記の多額の支払いが可能

となっているのかについては必要な

検証が行われていない。 
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○今後、本件検証について、総務省に

おいて検討を進めていく。 

 

＜意見＞ 

UQコミュニケーションズを含む BWA事業者の第二種指定電気通信設備の適用の検討

にあたっては、現在の BWA 事業者に「接続交渉上の優位性があるか」を先に議論をす

べきと考えます。 

第二種指定電気通信設備制度は、接続協議における交渉上の優位性を背景に「接続

における不当な差別的取扱い」「接続協議の長期化」等を引き起こすおそれがあること

に鑑み、接続料等の公平性・透明性、接続の迅速性等を担保し、円滑に接続可能な環

境を整備することで、公正競争の促進や利用者利便の増進を図る観点から、非対称規

制として設けられたものと理解しています。 

UQコミュニケーションズが提供する BWAサービスは、従来の二種指定設備設置事業

者４社（NTTドコモ、KDDI、沖縄セルラー、ソフトバンク）が提供する携帯電話サービ

スとは網構成や提供形態が大きく異なっており、現に UQコミュニケーションズの端末

設備シェアの大半は、KDDI が主体的に提供する電波連携サービス（キャリアアグリゲ

ーション）の結果によるものです。このような提供形態に照らせば、UQコミュニケー

ションズに、端末設備シェアを背景とした「接続事業者に対する交渉上の優位性」は

存在しておらず、UQコミュニケーションズを既存の第二種指定電気通信設備制度の枠

組みで取り扱うことは不適当です。 

また、「モバイル市場の公正競争促進に関する検討会」における議論においても、端

末設備シェアだけを見て二種指定化することは規制としては過剰であり、現在の技術

に合わせた新たな規制で必要な部分に掛かるものを探っていくべきと複数の構成員か

ら意見が出ており、本検討会報告書においても「事業者間連携等の事業動向、市場動

向や環境変化等を勘案して制度の在り方及び所要の措置について検討を行うことが必

要である。そして不要なアンバンドル（接続料の設定）を行う等、適用されるルール

が過剰なものとならないようにする必要がある。」との集約となっています。 

したがって、現在の BWA の提供実態等を勘案した上で「接続交渉上の優位性がある

か」を踏まえ、現在の市場環境に沿った制度の在り方を含めて慎重な検討を進めるべ

きと考えます。 

 

【第二種指定電気通信設備の指定要件について】 

「2020年代に向けた情報通信政策の在り方答申（平成 26年 12月 18日）」（以下「2020

答申」）において、グループ化の動向を踏まえた非対称規制の見直しとして、「第二種

指定設備制度や禁止行為規制の対象事業者の指定について、それぞれの規制の目的に

応じて検討し、携帯電話に加え BWA 等を含め「グループ単位」のシェアを考慮するこ

とにより、市場の実態に合致した制度とすることが適当である。」とされました。 
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一方、「ただし、そのシェアが相当程度低く規模の小さい事業者にとっては、その規

模に比して過剰な規制となる可能性があることも踏まえ、適用される規律が公正競争

確保のために必要最小限度なものとなるよう、適切な制度設計を行うことが必要であ

る。」とも提言されています。 

上述のとおり、UQ コミュニケーションズの端末設備シェアが 10%を超えたとしても、

UQコミュニケーションズの端末設備シェアの大半は、KDDI が主体的に提供する電波連

携サービスの結果によるものであり、「接続事業者に対する交渉上の優位性」が UQ コ

ミュニケーションズには存在しないことに鑑みれば、UQコミュニケーションズの二種

指定化は不適当と考えます。 

そもそも、BWA は音声通話も可能な携帯電話とは異なる目的（モバイルブロードバン

ド）で行う事業です。第二種指定電気通信設備制度は、音声通話の相互接続を前提に

整備されたものであり、端末設備の数が「接続事業者に対する交渉上の優位性」と考

えても差支えのないものでした。スマートフォンの普及に伴うモバイルブロードバン

ド全盛時代を迎え、高速・高品質なデータ通信需要が高まっており、市場の実態は、

保有周波数帯域幅や利用者にとっての実効速度が、事業者の競争力に影響を及ぼす環

境となっております。こうした環境変化を踏まえ、現在の二種指定基準が適切なもの

となっているかどうかを改めて議論する必要があるものと考えます。 

 

【第二種指定設備制度の指定要件にかかる特定移動端末設備数のカウント方法につい

て】 

KDDI の au-LTE と UQ コミュニケーションズの WiMAX2+のデュアル端末は、端末能力

としては両ネットワークに対応していますが、常に両ネットワークを利用しているも

のではなく、主たるネットワークである au-LTEが存在する中では、ネットワーク環境

によっては WiMAX2+のネットワークを一切利用しない場合もあります。また、WiMAX2+

のネットワークを利用する場合でも、その利用は限定的且つ僅少である可能性もあり、

UQコミュニケーションズにおける特定移動端末設備数と、既存の二種指定設備設置事

業者における特定移動端末設備数では、明らかに１カウント当たりの重みが異なりま

す。 

端末能力のみをカウントの根拠とするならば、例えば、国内外のローミング利用が

可能な端末数の扱いについても本来整理が必要となります。また、仮に規模の小さな

MNO が、他の MNO との電波連携を行うと、その連携先の営業施策に伴って（＝契約者数

が増加し）二種指定化される構造にあります。つまり、今後の携帯電話事業への新規

参入者や地域 BWA において、当社と同じ選択（他の MNO との電波連携を選択）をすれ

ば二種指定化の対象となり得ることとなり、実態とかけ離れた制度と言わざるを得ま

せん。 

また、現状のカウント方法は、ネットワークの機能の観点からも課題があり、現行

制度においては基地局と接続する端末を１としてカウントされていますが、KDDIの電
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波連携サービスは KDDIの設備でネットワークを制御し、KDDIが MVNOとの接続点を有

しており、基地局に接続する端末として単純に KDDI と UQ コミュニケーションズそれ

ぞれを 1 としてカウントすることは不適切と考えます。本来は“基地局を制御してい

るコア設備を含めた一連のネットワーク設備と接続する端末”を特定移動端末設備と

して扱うべきと考えます。 

以上のとおり、現在の第二種指定電気通信設備制度における特定移動端末設備数の

カウント方法には、本来解決すべき課題が多く含まれていますが、これまでにそれら

の点について明確な議論がないままに運用されています。仮に BWA 事業者の二種指定

の適用を議論するのであれば、カウント方法の在り方についても丁寧な議論をすべき

と考えます。 

 

【KDDI 株式会社】 

意見２－２－４ 当社ホームページに記載の「網改造料の見込み額」は、公表額の表

記変更を行っており、予見可能性が向上すると考えている。 

考え方２－２－４  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

３ 平成 28 年度の確認結果を踏まえた制度整備を受けた対応状況及び事業者の取組

を注視するとした事項の取組状況についての確認結果等 

① 制度整備を受けた二種指定設備設置事業者の対応に係る MVNO の意見 

確認結果 対応方針・対応状況 

（３）「いわゆる網改造料の見込み額の公表」関連 

・網改造料の見込み額について二種指定電気通信設備設置

事業者各社の HPにて公表されているが、NTTドコモ及び

KDDIにおいては、「数百万円」という記載である。 

・網改造料の見込み額算定の前提条件である設備構成とし

て、「10Gインターフェースにて接続し、XiGTP接続利用

機能を利用する」ことや「10Gbpsによる ACT/SBYの冗長

構成」であることの記載がある。 

 

【MVNOからの指摘事項】 

・一部の二種指定設備設置事業者においては、記載されて

いる網改造料の見込み額の幅が広く、予見可能性が向上

していない。 

 

【一部の二種指定設備設置事業者の意見】 

・公表されている見込み額の幅を狭めることは可 能。 

○今般の制度整備（平成 29年 9月 28

日施行）により、予見可能性向上の

見地から、第二種指定電気通信設備

設置事業者において、網改造料の見

込み額を公表することとなった。 

○これを受けて実際に公表された網

改造料の見込み額の幅は、一部の二

種指定設備設置事業者においては

「数百万円」といった曖昧性のある

表現となっており、これによって予

見可能性が十分向上したと言うこと

はできない。 

○これについて、第二種指定設備設

置事業者側では、見込み額の表現を

改善するとの意見表明があったとこ

ろであり、総務省では、MVNOにとっ

ての予見可能性が向上するか、状況

を注視していく。 

 貴社ホームページにおける網改造料の

見込み額の表現の変更も踏まえ、引き

続き、MVNOにとっての予見可能性向上

の観点から状況を注視することとしま

す。 

 

 また、以下のとおり時点修正を行いま

した。 

（修正前） 

見込み額の表現を改善するとの意見

表明があったところであり、総務省で

は、MVNOにとっての予見可能性が向上

するか、状況を注視していく。 

（修正後） 

見込み額の表現の変更を行ったとこ

ろであり、総務省では、これを踏まえ引

き続き、MVNOにとっての予見可能性向

上の観点から、状況を注視していく。 

無 
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第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第２節 グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結

果 

２ グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結果等 

確認結果 対応方針・対応状況 

（１）料金設定及びサービス品質関連 

・二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNOの提供するサービスについて、他の MVNOと同等の

料金設定で伝送速度が圧倒的に速いサービスの提供がな

されており、当該二種指定設備設置事業者によるグルー

プ内優遇の可能性がある。 

○二種指定設備設置事業者は、卸電気

通信役務の一部について、料金その

他の提供条件等の届出を義務づけら

れており、総務省において当該届出

の内容を行っているところ、当該届

出に基づき確認できる範囲では、概

ね接続約款に準拠するものであっ

た。 

○モバイル検討会において、MVNOのデ

ータ伝送役務の提供に係る契約帯域

幅及びその利用者数について MVNO10

社から情報提供を受けたところ利用

者当たり契約帯域幅（kbps/利用者

数）では UQがこれら MVNOの中で最

も大きい値であった。MVNOの支払額

が接続約款に準拠するものであれ

ば、UQでは、他の MVNOよりも利用者

当たりで多額の料金を支払うことで

それに応じた大きな帯域幅を確保し

ていることになる。 

○この点について、ネットワーク提供

に際しての事実上の金銭的補助があ

るが故に上記の多額の支払いが可能

となっているのかについては必要な

検証が行われていない。 

○今後、本件検証について、総務省に

おいて検討を進めていく。 

 

＜意見＞ 
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当社ホームページに記載しております「網改造料の見込み額」につきまして、すで

に公表額の表記変更を行っており、予見可能性が向上すると考えております。 

 

【KDDI 株式会社】 

意見２－２－５ MVNOにおけるテザリングについては、実現に向けて準備を進めてい

る。 

考え方２－２－５  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

３ 平成 28 年度の確認結果を踏まえた制度整備を受けた対応状況及び事業者の取組

を注視するとした事項の取組状況についての確認結果等 

② 注視するとした事項の取組状況 

確認結果 対応方針・対応状況 

（２）「MVNOユーザによるテザリングの利用可否」関連 

・一部端末で、テザリングが MVNOで利用できない。 

○MVNOにおいてテザリングができな

い状況が続くことは、MVNOとの二種

指定設備設置事業者の間、MVNO間で

同等の条件で競争ができない状態を

放置することになる。 

○これについて、ソフトバンクのネッ

トワークでは iPhone/iPad端末にお

いては平成 30年 4月 9日から、

Android端末については平成 30年 5

月 18日からソフトバンクが販売す

る平成 30年春夏モデル以降の端末

で、テザリングが実現した。 

○KDDIについては現時点で未実現で

あり、総務省は KDDIに対して、早

期実現と実現時期の明示の要請を平

成 30年 6月 6日に行った。 

○なお、テザリング未対応の既発売端

末への対応については、今後 MVNO

からの要望の有無を総務省が確認す

る。 

 

＜意見＞ 

MVNOにおけるテザリングについては、実現に向けて準備を進めております。 

 引き続き、MVNOと二種指定設備設置事

業者の間、MVNO間の競争条件の同等性

確保の観点から、MVNO利用者における

テザリングの実現に係る状況を注視す

ることとします。 

無 
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【KDDI 株式会社】 

意見２－２－６ 帯域幅設定に関して当社は MVNO から依頼された帯域幅に基づいて

対応しており、グループ内優遇はしていない。通信事業に投入する資金について検

証するのであれば、二種指定設備設置事業者のグループ MVNO の資金調達、サブブラ

ンドの資金調達、更には二種指定設備設置事業者とは資本関係のない他 MVNOの資金

調達によってもたらされる公正競争環境への影響についても検証すべき。 

考え方２－２－６  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第１節 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

３ 平成 28 年度の確認結果を踏まえた制度整備を受けた対応状況及び事業者の取組

を注視するとした事項の取組状況についての確認結果等 

② 注視するとした事項の取組状況 

確認結果 対応方針・対応状況 

（３）「二種指定設備設置事業者のグループ内優遇の可能

性」関連 

・二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNOの提供するサービスについて、他の MVNOと同等の

料金設定で伝送速度が圧倒的に速いサービスの提供がな

されており、当該二種指定設備設置事業者によるグルー

プ内優遇の可能性がある。 

（以下、本章第 2節の 2（1）参照） 

 

○二種指定設備設置事業者は、卸電気

通信役務の一部について、料金その

他の提供条件等の届出を義務づけら

れており、総務省において当該届出

の内容を行っているところ、当該届

出に基づき確認できる範囲では、概

ね接続約款に準拠するものであっ

た。 

○モバイル検討会において、MVNOの

データ伝送役務の提供に係る契約帯

域幅及びその利用者数について

MVNO10社から情報提供を受けたとこ

ろ利用者当たり契約帯域幅（kbps/

利用者数）では UQがこれら MVNOの

中で最も大きい値であった。MVNOの

支払額が接続約款に準拠するもので

あれば、UQでは、他の MVNOよりも

利用者当たりで多額の料金を支払う

ことでそれに応じた大きな帯域幅を

確保していることになる。 

 考え方２－２－２前段のとおりです。 無 
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○この点について、ネットワーク提供

に際しての事実上の金銭的補助があ

るが故に上記の多額の支払いが可能

となっているのかについては必要な

検証が行われていない。 

○今後、本件検証について、総務省に

おいて検討を進めていく。 

 

＜意見＞ 

「当該二種指定設備設置事業者によるグループ優遇の可能性がある」について、帯

域幅設定に関して当社は MVNOから依頼された帯域幅に基づいて対応しており、グルー

プ内優遇はしておりません。 

そもそも、民間企業の資金調達や契約などは自由なものであり、また既存事業の収

益を通信事業に投入することも自由と考えます。 

通信事業に投入する資金について検証するのであれば、二種指定設備設置事業者の

グループ MVNO（NTT グループの NTT コミュニケーションズやインターネットイニシア

ティブ、ソフトバンクグループの LINEモバイル）の資金調達、サブブランド（ソフト

バンクグループのワイモバイル）の資金調達、更には二種指定設備設置事業者とは資

本関係のない他 MVNO の資金調達（例えば電力や EC など）によってもたらされる公正

競争環境への影響についても検証すべきと考えます。 

なお、UQコミュニケーションズとの取引については、ビジネスベースで両社合意し

たものとなっており、その合意内容についてはすでに UQコミュニケーションズから総

務省へ報告しているとおりです。 

 

【KDDI 株式会社】 

意見２－２－７ 端末の取引については、基本的に事業者による自由な事業活動とし

て尊重されるべき。 

考え方２－２－７  

第２編 電気通信事業者の業務の適正性等の確認 

第２章 移動系通信に関する電気通信事業者の業務の状況等の確認結果 

第２節 グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結

果 

２ グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無の確認結果等 

 

確認結果 対応方針・対応状況 

（３）端末関連 

・市場シェアの高い端末について、メーカから二種指定設

○端末の供給について、電気通信事業 

者が独立した事業主体として行った 

・引き続き、MVNOとの二種指定設備設置事

業者の間、MVNO間の競争条件の同等性

確保の観点から、「二種指定設備設置事

業者とMVNOとの間の端末の提供に関す

る協議・交渉等の状況を注視し、状況に

応じて必要な対応を検討する」ことと

しています。 

無 
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備設置事業者に対してのみ提供されている場合がある。 

・二種指定設備設置事業者からの市場シェアの高い端末

（iPhone）の提供が関連 MVNOでない MVNOでは実現でき

ていない。 

 

【関連 MVNOの意見】 

・特定関係法人である二種指定設備設置事業者に依頼し、

iPhoneの卸提供を受けている。 

・利用者満足度の向上のため、端末ラインナップの充実を

図っているところ、iPhoneは一定のニーズがある端末で

あり、競争事業者への対抗上も不可欠。 

・市場シェアが高く利用者ニーズの高い端末（iPhone）を

取り扱うことで、加入者増の効果を期待。 

 

【一部の二種指定設備設置事業者の意見】 

・特定関係法人であるMVNOに市場シェアの高い端末（iPhone）

を提供している。 

・特定関係法人ではない複数の MVNOからも市場シェアの

高い端末（iPhone）の提供について要望を受けたことが

あるが、提供はしていない。 

供給先の選択や供給に係る条件の設 

定は、基本的には、事業者による自 

由な事業活動として尊重される。 

○また、利用者利便の向上のため、市

場シェアの高い端末について、MVNO

等の電気通信事業者が当該端末のメ 

ーカや当該端末の調達が可能な電気 

通信事業者から調達を行うことが可 

能となることは、歓迎される。 

○しかしながら、市場シェアの高い端

末のメーカからの供給が二種指定設 

備設置事業者のみに対してなされ、

MVNOが自ら調達することが困難な状

況において、二種指定設備設置事業

者から MVNOへの当該端末の転売が自

己の関係事業者である MVNOのみに対

して行われる場合には、結果として

移動系通信市場（特に MVNOサービス

市場）における競争に影響を及ぼす

可能性がある。 

○このため、総務省において、二種指

定設備設置事業者と MVNOとの間の 

端末の提供に関する協議・交渉等の 

状況を注視し、状況に応じて必要な 

対応を検討する。 

 

＜意見＞ 

総務省の対応方針のとおり、端末の取引については、基本的に事業者による自由な

事業活動として尊重されるべきものです。自由な事業活動は市場競争の源泉であり、

技術進化、市場活性化に貢献するものであると考えます。 

 

【KDDI 株式会社】 

 

３．電気通信市場の検証 

３－１固定系通信に関する市場の検証 
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頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見３－１－１ NTT 東西の卸料金水準と利用者料金水準が適正な関係となっている

かを検証し、卸料金の透明性を確保すべき。 

考え方３－１－１  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間で公正競

争が確保され、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間で公正競

争が確保されているか。 

（略） 

FTTH の小売市場においては、「卸電気通信役務」型を中心とした参入事業者数の増

加や HHI の低下等からも、一定程度競争が進展していると考えられるが、NTT 東西の

サービス卸契約数に占める MNO の契約数の比率が継続的に高まっていることや、近畿

においてサービス卸の契約数も含めた NTT 東西のシェアが微増となっていること等を

踏まえ、引き続き競争状況の注視が必要である。 

(中略) 

また、平成 28年度における電気通信事業者の業務の適正性等の確認結果を踏まえ、

NTT 西日本におけるサービス卸の提供料金（以下本編において「卸料金」という。）と

FTTHの利用者料金の水準に係る詳細な調査を行った。本調査においては、利用者料金

と卸料金の逆転現象は認められず、また、両者の接近がみられる場合も限定的である

と考えられるという結果であったものの、多くの FTTH 事業者が NTT西日本の卸役務に

依存している現況からすれば、NTT 西日本が卸料金水準の設定によって価格圧搾を行

う能力を有し、また、今後、価格圧搾を行う誘引が生じる可能性があるのも事実であ

ることから、今後とも価格圧搾による不当な競争が引き起こされないよう、卸料金水

準と利用者料金水準の関係について状況把握を行っていくことが適当と考えられる。 

 

＜意見＞ 

本レポート案でも指摘されているとおり、多くの FTTH 事業者が NTT東西殿の卸役務

に依存している現況から、卸料金水準と利用者料金水準の関係を継続的に検証するこ

とが必要と考えます。 

また、NTT東西殿の卸料金について、一定の値下げは行われたものの、接続料金の水

準を勘案すると限定的と言わざるを得ず、卸料金の根拠は依然不透明であることから、

コストベース（一利用者あたりの接続料相当額）に連動した適正な料金水準となって

いるかを検証し、透明性を確保することが必要と考えます。 

NTT 東西殿の卸料金が適正な水準であることが、NGNを活用した新たなサービス創出

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

 分析検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

 卸約款等の規制に関するご指摘につい

ては、今後の電気通信政策の参考とさ

せていただきます。 

 

 

無 
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やサービス多様化に繋がることから、NTT東西殿の接続料金・卸料金・利用者料金につ

いては、引き続き重点的に分析の上、卸約款等の規制による卸料金の透明性確保につ

いても検討頂くことを要望します。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

意見３－１－２ 大手携帯事業者による固定通信市場の支配の兆候が近畿において特

に顕著になっているところ、この状況が継続することのないよう、速やかに是正し

てほしい。 

考え方３－１－２  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

（略） 

FTTHの小売市場においては、「卸電気通信役務」型を中心とした参入事業者数の増加

や HHI の低下等からも、一定程度競争が進展していると考えられるが、NTT 東西のサ

ービス卸契約数に占める MNO の契約数の比率が継続的に高まっていることや、近畿に

おいてサービス卸の契約数も含めた NTT 東西のシェアが微増となっていること等を踏

まえ、引き続き競争状況の注視が必要である。 

 

＜意見＞ 

NTT 東西のサービス卸の卸先事業者数が 700 者を超えるにも関わらず、その事業者

別シェアに占める MNO の割合は約７割となっています。また、直近のサービス卸にお

ける純増シェアにおける MNO の比率は８割を超えており、今後サービス卸市場におけ

る MNOの寡占化は一層進行するものと考えます。 

これに加えて、FTTH の提供形態別の契約数の推移では、直近の「卸電気通信役務」

と「自己設置」の差はないに等しく、今年度中には「卸電気通信役務」の契約数が「自

己設置」の契約数を上回ることは確実です。 

この状況はまさに、サービス卸の開始前に多数の事業者から指摘されていた「大手

携帯事業者による固定通信市場の支配」であり、近畿においてはその兆候が特に顕著

になっているものと考えます。 

このような状況が継続すれば、設備競争事業者の設備投資インセンティブは失われ

るため、リスクを負って設備競争を挑んできた設備競争事業者も淘汰され、NTTが設備

を独占するようになるのは明らかです。この状況が継続することのないよう、速やか

に是正していただくことを要望します。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

 分析検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

無 

意見３－１－３ サービス卸に関し、当社が販売委託会社提出した電話勧誘リストに、

情報の目的外利用に該当する情報が含まれていた事案について、総務省からの要請

 考え方３－１－３  
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の趣旨を真摯に受け止め、今後同事案を発生させないよう取り組む。 

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・サービス競争

の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されているか。 

（略） 

NTT 東西によるサービス卸は、第一種指定電気通信設備を利用して行われる事業者

間取引であり、FTTH の小売市場における公正な競争の土台となるものであるため、NTT

東西に対し、サービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況の適正性等について確認を

行ったところ、「情報の目的外利用」に関して、NTT東日本において、同社が販売委託

会社に提出していた電話勧誘リストに、目的外利用に当たる利用者情報が含まれてい

ることが分かった。このため、事案の全容を調査するとともに、状況に応じて、必要

な措置をとることとしている。 

 

＜意見＞ 

当社がお預かりしたお客様情報を誤って本来の目的ではない当社サービスのご案内

に用いておりました。当社は総務省から受領した要請の趣旨を真摯に受け止め、今後

同事案を発生させないよう取り組んでまいります。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

 考え方２－１－１のとおりです。 無 

意見３－１－４ 平成 30年７月６日付の総務省から NTT東日本に対する行政指導（光

回線サービスの卸売の提供の業務の運営の在り方に関する要請）における事案につ

いて、販売委託会社に提出した電話勧誘リストの対象となった卸先事業者数・回線

数等について明らかにすべき。 

考え方３－１－４  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・サービス競争

の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されているか。 

（略） 

･御指摘の点を踏まえ、下記のとおり時点

修正を行いました。 

（修正前） 

 NTT東西によるサービス卸は、第一種

指定電気通信設備を利用して行われる

事業者間取引であり、FTTHの小売市場

における公正な競争の土台となるもの

であるため、NTT東西に対し、サービス

卸ガイドラインを踏まえた対応状況の

有 



44 

NTT 東西によるサービス卸は、第一種指定電気通信設備を利用して行われる事業者

間取引であり、FTTH の小売市場における公正な競争の土台となるものであるため、NTT

東西に対し、サービス卸ガイドラインを踏まえた対応状況の適正性等について確認を

行ったところ、「情報の目的外利用」に関して、NTT東日本において、同社が販売委託

会社に提出していた電話勧誘リストに、目的外利用に当たる利用者情報が含まれてい

ることが分かった。このため、事案の全容を調査するとともに、状況に応じて、必要

な措置をとることとしている。 

 

＜意見＞ 

平成 30年７月６日付で、総務省は NTT東日本に対して行政指導（光回線サービスの

卸売の提供の業務の運営の在り方に関する要請）を行い、公表しました。この中で、

“引き続き業務の運営を見直すべき事項があると認められる”として、所要の措置を

講ずることを求めていますが、今般発生した事案について、公正競争上の重大な問題

がなかったかどうかを明確にするため、以下の点を明らかにすべきと考えます。 

①全卸先事業者数・回線数のうち、 

販売委託会社に提出した電話勧誘リストの対象となった卸先事業者数・回線数 

②上記①の対象事業者数・回線数のうち、NTTグループ内の卸先事業者数・回線数 

 

【KDDI 株式会社】 

適正性等について確認を行ったとこ

ろ、「情報の目的外利用」に関して、NTT

東日本において、同社が販売委託会社

に提出していた電話勧誘リストに、目

的外利用に当たる利用者情報が含まれ

ていることが分かった。このため、事

案の全容を調査するとともに、状況に

応じて、必要な措置をとることとして

いる。 

（修正後） 

 NTT東西によるサービス卸は、第一種

指定電気通信設備を利用して行われる

事業者間取引であり、FTTHの小売市場

における公正な競争の土台となるもの

であるため、NTT東西に対し、サービス

卸ガイドラインを踏まえた対応状況の

適正性等について確認を行ったとこ

ろ、「情報の目的外利用」に関して、NTT

東日本において、同社が販売委託会社

に提出していた電話勧誘リストに、目

的外利用に当たる利用者情報が含まれ

ていることが分かった。総務省におけ

る調査の結果、NTT東日本から、本件の

発生の原因はシステムの設計ミスであ

り、既に当該システムの使用の停止等

を行っているとの説明を受けたとこ

ろ、同一の理由により同様の事案が生

ずることはないと考えられるが、引き

続き業務の運営を見直すべき事項があ

ると認められることから、平成30年７

月、必要な措置を講ずること等を要請

した。 

意見３－１－５ 価格圧搾による不当な競争を行うことは、光サービス卸の目的に反

したものであり、このような競争を自ら生じさせることはあり得ない。 

考え方３－１－５  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

 考え方２－１－２のとおりです。 無 
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① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・サービス競争

の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外の公正競争が確保されているか。 

（略） 

また、平成 28年度における電気通信事業者の業務の適正性等の確認結果を踏まえ、

NTT 西日本における卸料金と FTTHの利用者料金の水準に係る詳細な調査を行った。本

調査においては、利用者料金と卸料金の逆転現象は認められず、また、両者の接近が

認められる場合も限定的であると考えられるという結果であったものの、多くの FTTH

事業者が NTT 西日本の卸役務に依存している現況からすれば、NTT 西日本が卸料金水

準の設定によって価格圧搾を行う能力を有し、また、今後、価格圧搾を行う誘因が生

じる可能性があるのも事実であることから、今後とも価格圧搾による不当な競争が引

き起こされないよう、卸料金水準と利用者料金水準の関係について状況把握を行って

いくことが適当であると考えられる。 

この点、NTT東日本の卸役務についても同様であることから、NTT東西のサービス卸

について、引き続き注視していく必要がある。 

 

＜意見＞ 

光サービス卸は、モバイルのブロードバンド化の進展等に伴う市場変化により、こ

れまで構築してきた光インフラの需要の伸びが鈍化する中、通信事業者が限られたパ

イを奪い合うスイッチング競争から脱却して、様々なプレイヤーとの連携によるイノ

ベーション促進を通じた多様な新サービスを創出することで、光サービスの新たな需

要を開拓することを目的としたものです。 

今回、NTT西日本の卸料金・利用者料金水準の単純比較を捉えて、「価格圧搾を行う

能力を有し」、「今後、価格圧搾を行う誘因が生じる可能性がある」との検証結果につ

いて、当社の卸役務についても同様としておりますが、卸先事業者は当社のビジネス

パートナーであり、これらの事業者と競争するものではありません。 

従って、今回の検証で指摘されている「価格圧搾による不当な競争」を行うことは、

上述の光サービス卸の目的に反したものであり、このような競争を自ら生じさせるこ

とはあり得ません。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

＜意見＞ 

光サービス卸は、モバイルのブロードバンド化の進展等に伴う市場変化により、こ

れまで構築してきた光インフラの需要の伸びが鈍化する中、通信事業者が限られたパ

イを奪い合うスイッチング競争から脱却して、様々なプレイヤーとの連携によるイノ



46 

ベーション促進を通じた多様な新サービスを創出することで、光サービスの新たな需

要を開拓することを目的としたものです。 

その際、当社は、光サービス卸を用いた新サービスとフレッツ光を競合させる意図

はなく、光サービス卸の料金についても、フレッツ光という単体サービスから、様々

なプレイヤーの独自サービスとコラボ光を組み合わせた複合サービスへの円滑な移行

が可能となるよう、また、それら複合サービスによる他の通信事業者のサービスへの

競争対抗が可能となるよう、需要動向、競争状況、市場価格等の市場環境やコスト等

を勘案して設定しりるところです。 

さらに、新規顧客獲得を促す観点から、新規販売奨励金や継続利用奨励金を設定し

ていることに加えて、既存顧客（フレッツ光ユーザ）の円滑な移行を促す観点から、

工事不要でコラボ光への切替を可能とする「転用」の仕組みを導入するとともに、割

引サービスに係る違約金を無条件で免除しているところです。 

また、光サービス卸の料金そのものについても、光サービス卸にかかる営業コスト

等の効率化が進んだことから、2018 年４月より値下げしたところです。 

今回、当社の卸料金・利用者料金水準の単純比較を捉えて、「価格圧搾を行う能力を

有し」、「今後、価格圧搾を行う誘因が生じる可能性がある」との検証結果について、

卸先事業者は当社のビジネスパートナーであり、これらの事業者と競争するものでは

ありません。 

従って、今回の検証で指摘されている「価格圧搾による不当な競争」を行うことは、

上述の光サービス卸の目的に反したものであり、このような競争を自ら生じさせるこ

とはあり得ません。 

当社としては、様々なプレイヤーによる高度かつ多様なサービスの提供を促進する

観点から、今後とも、卸料金の見直し等の料金面での対応を検討していくとともに、

事業者間変更の導入等、プレイヤーの要望等を踏まえた運用面・システム面での対応

についても充実させていく考えです。 

 

【西日本電信電話株式会社】 

意見３－１－６ NTT東西のサービス卸について、引き続き注視するとの方針に賛同。

事業者間の公平性や料金水準の適正性が今後も担保されるかを継続的かつ徹底的に

調査することが必要。平成 30 年度の検証では、ボトルネック設備の卸取引に対し

て、接続ルールと同等のルールを適用することを視野に分析すべき。 

考え方３－１－６  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

（略） 

また、平成 28年度における電気通信事業者の業務の適正性等の確認結果を踏まえ、

NTT 西日本におけるサービス卸の提供料金（以下本編において「卸料金」という。）と

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

無 
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FTTHの利用者料金の水準に係る詳細な調査を行った。本調査においては、利用者料金

と卸料金の逆転現象は認められず、また、両者の接近がみられる場合も限定的である

と考えられるという結果であったものの、多くの FTTH 事業者が NTT西日本の卸役務に

依存している現況からすれば、NTT 西日本が卸料金水準の設定によって価格圧搾を行

う能力を有し、また、今後、価格圧搾を行う誘引が生じる可能性があるのも事実であ

ることから、今後とも価格圧搾による不当な競争が引き起こされないよう、卸料金水

準と利用者料金水準の関係について状況把握を行っていくことが適当と考えられる。 

この点、NTT東日本の卸役務についても同様であることから、NTT東西のサービス卸

について、引き続き注視していく必要がある。 

 

＜意見＞ 

「NTT東西のサービス卸について、引き続き注視」するとの方針に賛同します。 

NTT グループは、卸電気通信役務のグループ内取引を通じて NTT東・西の FTTHサー

ビスを NTT ドコモが販売する体制に切り替えることにより、ボトルネック設備保有の

優位性に由来する顧客基盤を NTT ドコモが引き継ぐ形で支配的事業者同士の実質的な

一体化を進めています。持株会社主導による営業体制の見直しや技術開発を通じたグ

ループ一体運営により、通信自由化以降整備されてきた公正競争ルール（ボトルネッ

ク設備に対する接続ルール、NTT ドコモの分離、NTT再編成等）が形骸化し、政府出資

の NTTグループが更に強大化しつつあります。 

NTT 東・西のサービス卸は、提供条件が不透明であるため、認可接続約款に基づく取

引と異なり交渉過程も含めてボトルネック独占性に起因する優越的地位の濫用が行わ

れ易いことから、事業者間の公平性や料金水準の適正性が今後も担保されるかを継続

的かつ徹底的に調査する必要があると考えます。 

平成 29年度の年次レポート（案）において、NTT西日本が、卸料金水準の設定によ

って価格圧搾を行う能力を有しているとされ、NTT 東日本の卸電気通信役務について

も同様であるとされました。また、NTT 東日本が卸電気通信役務の提供において販売委

託会社に提出していた電話勧誘リストに目的外利用に当たる契約者情報が含まれてい

たため、必要な措置を講ずるよう行政指導が行われました。このため、平成 30年度の

検証では、ボトルネック設備（第一種指定電気通信設備）の卸取引に対して、透明性・

公平性・適正性を担保するため接続ルールと同等のルール（約款化等）を適用するこ

とを視野に分析すべきと考えます。 

 

【KDDI 株式会社】 

 

 卸約款等の規制に関するご指摘につい

ては、今後の電気通信政策の参考とさ

せていただきます。 

意見３－１－７ 意見１－２－１と同様。 考え方３－１－７  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

 考え方０－１のとおりです。 

 

無 
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① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・サービス競争

の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

イ 料金・サービス競争の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進され

ているか。 

FTTHの料金に関しては、シェアドアクセス方式に係る主端末回線の接続料は低廉

化の傾向にある。また、上記アのとおり、2018年４月に NTT東西のサービス卸の卸

料金の値下げが行われている。 

このような中、主要な FTTH サービスの利用者料金についてみると、基本となる月

額料金は、おおむね 5,000円（戸建向けの場合）で推移しており、値下げの動きはみ

られない。 

（中略） 

このように、FTTHの料金競争については、新規参入の増加による競争の進展や接

続料の低廉化や卸料金の値下げの動きがあったものの、基本となる月額料金の低廉

化に反映されるまでには至っておらず、セット割引やキャッシュバック・キャンペ

ーン割引の実施による差別化が中心となっている。 

 

＜意見＞ 

利用者は固定や無線といった通信サービスの区別を意識することなく、コンテンツ

やアプリケーション、端末等を自由に利用しており、他サービス・商材とも組み合わ

せた選択を行っているため、FTTH単体の料金比較ではなく市場全体を俯瞰すること

が必要であると考えます。 

FTTHに限ってみても、より便利に FTTHサービスをご利用いただけるよう、利用者

に対してツールの提供によるセットアップ支援や、セキュリティ、サポートサービ

ス、Wi-Fi、クラウド、IoTサービスなどの付加価値サービスのラインナップの拡充

に努めているところです。また、利用機会が少ないお客様がお手軽な料金でお使いい

ただける二段階定額制メニューや 24 時間出張修理オプションなど料金メニューの充

実に努めております。今後もサービスや料金の多様化に取り組むことでお客様の利便

性向上に努めていく考えです。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

意見３－１－８ 意見１－２－３と同様。 考え方３－１－８  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① 「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役務」それぞれの提供形態ごとの間での公正

・考え方０－１のとおりです。 無 
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競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・サービス競争

の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

イ 料金・サービス競争の進展により、料金・サービスの多様化、低廉化が促進され

ているか。 

（略） 

また、「卸電気通信役務」型においては、FTTH サービスは卸元事業者のサービスに準

拠したものとなるが、様々な分野からの参入により、各卸先事業者固有のサービスと

の連携サービスが提供されている。 

このような「接続」型事業者及び「自己設置」型事業者並びに「卸電気通信役務」型

事業者によるサービス競争が一層進展することにより、利用者の多様なニーズに対応

したサービスの展開やイノベーションの促進が期待される。 

 

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

③ 料金・サービスの多様化、低廉化を通じ、FTTHの利用が促進されているか。 

NTT 東西のサービス卸を契機として、「卸電気通信役務」型による FTTH の小売市場

への新規参入の増加が続いており、様々な分野のサービスとの連携サービスが進展し

ている。 

（中略） 

現時点で、料金・サービスの多様化、低廉化を通じ、FTTHの利用が十分に促進され

ているとは考えにくいが、今後、「接続」型事業者の新サービスや異業種参入等による

イノベーションの促進を通じた新たなサービスの提供によって、FTTHの利用が一層促

進されることが期待される。 

 

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(2) 利用者利便に関する検証 

① 新サービスの創出等により、利用者のサービス選択の幅が拡大され、利用者の満

足度が向上しているか。 

NTT 東西のサービス卸の開始以降、様々な分野から「卸電気通信役務」型事業者の参

入が進み、これらの事業者の固有のサービスと FTTHとの連携サービスの提供も進んで

いるほか、「接続」型事業者によって、最大通信速度（上下）10Gbpsのサービスの提供

が開始されるなど、利用者のサービス選択の幅は拡大しているといえる。 

一方、NTT 東西のサービス卸に占める MNO と ISP の割合が９割を超えているほか、

光コラボサービスの認知度の低下もみられるなど、他の分野から参入した事業者が提

供する光コラボサービスが、利用者の検討の俎上に載っていない場合が多いと考えら
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れる。 

 

＜意見＞ 

当社は、様々なプレイヤーが業界の垣根を超えてコラボレーションし、イノベーシ

ョンの促進による価値創造を図っていくことを下支えしていくためサービス卸を開始

しました。 

サービス卸開始以降、異業種※からの新規参入は 465 事業者（東日本電信電話株式

会社）／440事業者（西日本電信電話株式会社）（Ｈ30.3末時点）と引き続き増加して

おり、様々な業種のプレイヤーとの光コラボレーションを推進してきたことで、裾野

は着実に拡大し続けています。 

通信事業者ではない新規参入事業者にとっては、マーケティング活動の浸透に加え、

運用ノウハウの蓄積や人材の確保などの体制構築に一定の期間を要することから、一

朝一夕に契約数が伸びるものではないため、これまで、異業種をはじめとする卸先事

業者に対し、注文受付・料金回収代行等の支援メニューや販売支援、システム連携等

の基盤提供を行ってきたところであり、今後さらに充実させていく考えです。 

既存の顧客基盤を活用した通信事業者による契約数の拡大に加え、不動産、医療・

介護、エネルギーといった様々な分野で FTTH を活用した新たなビジネスが創出され、

異業種のイノベーション拡大・新しい産業の萌芽も実感しております。総務省におい

ては、異業種のイノベーション拡大や新しい産業の萌芽も実感される状況を踏まえ、

従来の通信事業者を含む多様なプレイヤーが自由な発想や創意工夫によって迅速かつ

タイムリーなサービス提供が可能となるような環境を整備いただき、ICT 社会の一層

の進展による新たな価値創造を促すような政策によって、我が国の経済成長を牽引し

ていただきたいと考えます。 
※MNO、ISP等の通信事業以外の業種 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

意見３－１－９ FTTH接続料の水準と卸料金を単純に比較するのではなく、料金面以

外での卸先事業者への支援も含め総合的に判断してほしい。 

考え方３－１－９  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

② 卸売市場の競争の進展により、利用者料金の低廉化につながっているか。 

（略） 

NTT 東西は営業コスト削減等の取組により、NTT東西のサービス卸の卸料金について

2018年４月に値下げを行ったが、FTTHの接続料の水準を勘案すると限定的である。 

このような中、FTTHの利用者料金については、上記①イのとおり、キャンペーン割

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

無 
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引やキャッシュバックによる競争が中心であり、基本となる月額料金の低廉化に反映

されるまでには至っていない。 

したがって、現時点で、卸売市場の競争の進展はみられず、利用者料金の低廉化に

つながっているとは言い難い。 

 

＜意見＞ 

卸料金については、コストに加え、需要動向、競争状況、市場価格等を勘案して設

定しており、また、サービス卸の施設数が拡大したこと等により、サービス卸に係る

営業コスト等の効率化が進んだことから、2018年４月より値下げしたところです。 

また、当社としては、卸先事業者への支援について、料金面以外でも、転用の仕組

みの導入や違約金の免除、販売支援、システム連携等の基盤提供等、多岐にわたる取

組を、それらに要する費用を卸先事業者にご負担いただくことなく行ってきたところ

であり、今後とも、事業者間変更の導入等、プレイヤーの要望等を踏まえた運用面・

システム面での対応についても充実させていく考えです。 

当社は、利用者利便の向上に向けて上述のような取組を進めているところであり、

今回の検証のように FTTH接続料の水準と卸料金を単純に比較するのではなく、料金面

以外での卸先事業者への支援も含め総合的に判断いただきたいと考えます。 

 

【東日本電信電話株式会社】 

【西日本電信電話株式会社】 

意見３－１－10 利用者料金の低廉化のみに着目することは、結果として利用者利便

を損なうおそれがある可能性に十分留意することが必要。特に、FTTH市場において

は、卸・自己設置・接続の３つの提供形態について、バランスよく競争促進してい

くことが肝要。なお、卸料金については卸売市場の競争が進展した結果として引き

下げが行われることが本来望ましく、恣意的に卸料金の低廉化を推進していくこと

がないよう要望。 

考え方３－１－10  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

② 卸売市場の競争の進展により、利用者料金の低廉化につながっているか。 

（略） 

NTT 東西は営業コスト削減等の取組により、NTT東西のサービス卸の卸料金について

2018年４月に値下げを行ったが、FTTHの接続料の水準を勘案すると限定的である。 

このような中、FTTHの利用者料金については、上記①イのとおり、キャンペーン割

引やキャッシュバックによる競争が中心であり、基本となる月額料金の低廉化に反映

されるまでには至っていない。 

したがって、現時点で、卸売市場の競争の進展はみられず、利用者料金の低廉化に

 本レポート案において、「固定系通信・

移動系通信における卸及び接続」を平

成29年度の市場検証に関する重点事項

とした上で、固定系通信については、

「自己設置」・「接続」・「卸電気通信役

務」それぞれの提供形態ごとの間で公

正競争が確保され、料金・サービスの多

様化、低廉化が促進されているか等の

観点から、分析・検証を行ったところで

す。 

 

無 
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つながっているとは言い難い。 

他方で、卸利用事業者における卸元事業者の検討状況については、アンケートに回

答した事業者のうち「現在の卸元事業者以外を検討しなかった」事業者が過半であっ

たが、「今後他の卸元事業者を検討する意向を持っている」事業者も約３割となってお

り、卸売市場への新規参入が増加することにより、卸売市場の競争が活性化し、延い

ては利用者料金の低廉化につながること期待できる。 

また、NTT東西は卸料金の値下げを行ったところ、NTT西日本によれば、今後も卸料

金水準の見直し等の検討を行うとのことであるが、NTT東西において、引き続き卸料金

の引き下げも視野に入れた取組みが行われることが期待される。 

 

＜意見＞ 

FTTHサービスの普及率の向上に伴い、今後その伸びがさらに鈍化していくことが予

想される反面、総務省殿が公表している「我が国のインターネットにおけるトラヒッ

クの集計結果（2017 年 11 月分）」では固定通信のトラヒックは急激に増え続けてお

り、今後も同様のペースで増え続けていくことが予想されます。 

このような状況下で利用者料金の低廉化のみに着目することは、サービスレベルの

維持・向上を阻害する等、結果として利用者利便を損なうおそれがあることから、そ

の可能性について十分留意いただくことが必要と考えます。 

特に、FTTH 市場においては、卸・自己設置・接続の３つの提供形態について、バラ

ンスよく競争促進していくことが肝要と考えるところ、サービス卸に偏重した議論は

避けるべきと考えます。 

なお、卸料金については卸売市場の競争が進展し、その結果として引き下げが行わ

れることが本来望ましいものと考えており、恣意的に卸料金の低廉化を推進していく

ことがないよう要望します。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

 また、NTT東西の提供する光回線の卸電

気通信役務（サービス卸）は、これに多

くのFTTH事業者が依存している現況も

踏まえ、引き続き注視する必要がある

と考えます。 

 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

意見３－１－11 サービス卸ガイドラインの遵守状況等に関するモニタリングを継続

し、先駆的な取組を今後も積極的に採用していくことに賛同。MNOのセット割引に関

する検討は、サブブランドの料金プランも含めて比較対象とし、セット割引以外の

割引を加味するという点を考慮しつつ、今後も継続して取り組むことを要望。また、

覆面調査などで実態を正確に把握することが重要。 

考え方３－１－11  

第３編 電気通信市場の検証 

１ 固定系通信に関する市場の検証 

(3) 今後取組むべき課題等 

FTTHの卸売市場においては、依然として NTT東西の存在感が大きい状況であり、ま

た、FTTH の小売市場においては NTT東西のサービス卸の卸先事業者のシェアが３割を

超え、増加傾向であることからも、小売市場における公正な競争の土台となる卸売市

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

 分析検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

無 
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場における公正な取引の確保が引き続き重要であるため、サービス卸ガイドラインの

遵守状況等に関するモニタリングを継続する必要がある。その際、今年度試行的に実

施した、「割引総額帰属テスト」のような先駆的な取組は、今後とも積極的に採用する

ことを検討していくことが必要である。 

（中略） 

また、他のサービスとのセット販売やキャンペーン割引・キャッシュバック等が活

発に実施されているところ、過度の割引・キャッシュバックやこれらに関する不適切

な表示等によって、利用者間の公平性が損なわれていないか、更には、公正競争に悪

影響が生じていないか、利用者の合理的な選択が阻害されていないか、注視していく

必要がある。 

 

＜意見＞ 

公正な競争の確保のため、サービス卸ガイドラインの遵守状況等に関するモニタリ

ングを継続し、今年度試行的に実施した、「割引総額帰属テスト」のような先駆的な取

組を今後とも積極的に採用していくことに賛同いたします。 

なお、平成 29 年度に実施された「MNO のセット割引後の移動通信料金と主な MVNO

の料金等との比較（電気通信市場検証会議(第８回)資料 8-3）」においては以下の点を

考慮しつつ、MNO のセット割引に関する検討を今後も継続して取り組んでいただくこ

とを要望します。 

・サブブランドの料金プランも含めて比較対象とすること 

・セット割引以外の割引を加味すること 

（特定端末の購入が条件となっている割引等） 

また、過度の割引・キャッシュバックやこれらに関する不適切な表示等については、

水面下で行われている可能性があることから、覆面調査などで実態を正確に把握する

ことが重要であると考えます。この結果、公正競争・利用者利便などの観点で問題が

ある場合には、早期に制度的措置を講じていただくよう要望します。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

実施してまいります。 

 

３－２移動系通信に関する市場の検証 

頂いた御意見 頂いた御意見に対する考え方 
御意見を踏まえた

案の修正の有無 

意見３－２－１ モバイル市場におけるプレイヤー間の競争状況の分析・検証の結果、

引き続き注視・検証が必要とされた事項については、さらに検討等を進めてほしい。 

考え方３－２－１  

平成 29年度市場検証において、グループ内外を含めてモバイル市場におけるプレイ

ヤー間の競争状況を、詳細に分析・検証いただいたことを感謝します。 

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

無 
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分析・検証の結果、引き続き注視・検証が必要とされた事項については、MVNO市場の

健全な発展、モバイル市場全体の公正競争環境の向上の観点から重要と考えますので、

さらに検討等を進めていただくようお願いします。 

また、さらに検討等を進めていくなかで、問題等が明らかになった場合は、これま

で同様、制度的措置の実施を含め速やかに対処いただくことを希望します。 

 

【一般社団法人テレコムサービス協会】 

 

 市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・

サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されている

か。 

（略） 

次に平成 28 年度における電気通信事業者の業務の状況等の確認結果を踏まえて行

った、第二種指定電気通信設備に係る接続及び卸電気通信役務の提供条件の透明性・

適正性等を確保するための制度整備を受けた対応状況の確認においては、MVNO から、

今般の制度整備に概ね賛同の意見が得られた一方、二種指定設備設置事業者の実運用

については、MVNOの情報開示請求の件数や、それに対する二種指定設備設置事業者の

対応等を総務省において注視すべきとの意見、網改造料の見込み額について、MVNOか

らは、一部の二種指定設備設置事業者の記載する金額の幅が広く予見可能性が向上し

ていないとの懸念が示された。このため、総務省において、引き続き制度の運用状況

等について注視していくこととしている。 

 

＜意見＞ 

総務省殿において、引き続き制度の運用状況等を注視していくことに賛同します。 

なお、制度の運用に関して課題が明らかとなった場合には、例えば MVNO ガイドライ

ンの改正を行う等、迅速にご対応いただくことを要望します。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

意見３－２－２ MNO の料金プランの多様化や MVNOの台頭等により競争が進展し、モ

バイル市場の公正競争促進に関する検討会においても、MNO に対する取組要請や指

摘がなされ、公正競争環境や利用者利便の向上がより一層進展することが期待され

るところ、今後の料金・サービス等について、今後の制度設計に当たっては過度な

考え方３－２－２  
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規制とならないよう強く要望。 

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

 

＜意見＞ 

移動系通信に関する市場においては、本レポート案にも記載されているとおり、MNO

の料金プランの多様化や MVNOの台頭等、競争が進展している状況です 

先般のモバイル市場の公正競争促進に関する検討会（以下、「モバイル検討会」とい

う。）においても、MNOに対して、利用者契約における利用期間拘束の是正、利用者の

利用実態に合わせたサービス選択等利用者利便の向上・満足度の向上につながる取り

組み要請や、利用者の利益保護を踏まえた割引等の広告表示等についての指摘がなさ

れ、公正競争環境や利用者利便の向上がより一層進展することが期待されます。 

ついては、今後の料金・サービス等については、自由競争における原理原則に立ち

戻り、利用者のニーズや各社の戦略（集中する領域・分野等）等を踏まえ、市場の中で

創意工夫を行っていくことを基本とし、今後の制度設計にあたっては過度な規制とな

らないよう、強く要望します。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

・市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

無 

意見３－２－３ MVNO の要望の実現や MNO と MVNO との間の公正競争の確保について

議論を行う際は、得られる効果と事業者に課される義務のバランスを比較考量の上、

モバイル市場における規制・制度が過剰なものとならないよう慎重に議論すること

を強く要望。 

考え方３－２－３  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・

サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア MNO間、MVNO 間及び MN である MVNOや MNOのサブブランドも含めた MNOと MVNO と

の間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されているか。 

 

＜意見＞ 

MVNO の要望の実現や MNO と MVNO との間の公正競争の確保については、市場支配力

が明らかに存在しない BWA 事業者に現行の第二種指定電気設備制度を適用するより

も、MNOに対して、BWA の再卸を MVNO に提供することを義務付けることや、BWA事業者

と MNO の卸契約等の提供条件を総務省殿が検証するためのルール整備等を行うといっ

た対処の方が有効且つ適切であると考えます。 

・市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

・なお、制度変更に当たっては、今後と

も、意見公募手続を実施するなど、適切

な手続によって行ってまいります。 

無 
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したがって、今後本件について議論を行う際には、得られる効果と事業者に課され

る義務のバランスを比較考量のうえ、BWA事業者に対する不要なアンバンドル（接続料

の設定）を課す等、モバイル市場における規制・制度が過剰なものとならないように、

慎重に議論頂くよう強く要望します。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

意見３－２－４ 意見１－１－６と同様。 考え方３－２－４  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・

サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されている

か。 

（略） 

移動系通信市場について MNO３グループと MVNO のシェアをみると、MVNO が増加傾向

となっており、それに伴い HHIも減少傾向となっていること、MVNOの契約数の増加率

が MNO３グループに比して高い水準にあることなどから、MVNO も含めた競争が進展し

ているといえる。 

 

＜意見＞ 

移動系通信市場において、MVNOも含めた競争が進展しているとの検証結果に賛同し

ます。 

移動系通信市場全体として、MNO間のみならず、MVNO各社も含めた激しいサービス・

料金競争が行われており、利用者の選択肢が増えていること等を評価していただいた

ものと理解します。 

 

【KDDI 株式会社】 

 考え方１－１－６のとおりです。  

意見３－２－５ 意見２－２－３から２－２－８までと同様。 考え方３－２－５  

第３編 電気通信事業の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・

サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

・考え方２－２－３から２－２－８まで

のとおりです。 

無 
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ア MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されている

か。 

（略） 

まず、第二種指定電気通信設備と BWA設備による電波利用の連携の現状や MVNOの要

望等の確認においては、BWA 事業者の基地局設備の利用が接続約款化されていないた

め、MVNO は、二種指定設備設置事業者や BWA事業者と個別に交渉する必要がある（現

実には、BWA 事業者から卸役務の提供を受ける二種指定設備設置事業者との交渉が行

われている。）ことが確認されたところ、総務省において、報告を受けている特定移動

通信端末設備のシェアを勘案し、第二種指定電気通信設備制度の適用を検討すること

としている。 

次に、平成 28年度における電気通信事業者の業務の状況等の確認結果を踏まえて行

った、第二種指定電気通信設備に係る接続及び卸電気通信役務の提供条件の透明性・

適正性等を確保するための制度整備を受けた対応状況の確認においては、（中略）網改

造料の見込み額について、MVNO からは、一部の二種指定設備設置事業者の記載する金

額の幅が広く予見可能性が向上していないとの懸念が示された。このため、総務省に

置いて、引き続き制度の運用状況等について注視していくこととしている。 

また、平成 28 年度における業務の状況等の確認結果における注視事項のうち、一部

の端末に置いて MVNOではテザリングが利用できない状態であった点について、（中略）

KDDIは、現時点では実現していないため、平成 30年６月、同社に対して早期実現と実

現時期の明示について要請を行った。 

同じく注視事項としていた、二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNO の提供するサービスが、他の MVNO のサービスと同程度の料金設定であるにもか

かわらず、通信速度が圧倒的に速く、グループ内優遇の可能性がある点については、

（中略）モバイル検討会において、MVNO のデータ伝送役務の提供に係る利用者当たり

契約帯域幅の調査を行い、当該関連 MVNOが最も大きい値であることを確認した。この

点について、ネットワークの提供に際して、当該二種指定設備設置事業者から当該 MVNO

に事実上の金銭的補助が同社から行われていることによって、当該 MVNO において契約

帯域幅に応じた多額の支払いが可能となっているのかについては十分な検証が行われ

ていないため、今後、検証を進めていくこととしている。 

さらに、グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無につい

て確認を行ったところ、一部の二種指定設備設置事業者が、グループ内の MVNO に対し

てのみ市場シェアの高い端末を卸提供し、グループ外 MVNO に対しては提供していない

ことが確認された。 

端末の供給については、基本的には、事業者による自由な事業活動として尊重され

るが、移動系通信市場（特に MVNOサービス市場）における競争に影響を及ぼす可能性

があることから、二種指定設備設置事業者と MVNOとの間の協議・交渉等の状況を注視
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し、状況に応じて必要な対応を検討することとしている。 

 

＜意見＞ 

上述（p.237-p.243への意見（意見２－２－３から２－２－８））と同じ 

 

【KDDI 株式会社】 

意見３－２－６ 意見２－２－２と同様。 考え方３－２－６  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(1) 公正競争環境に関する検証 

① MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保され、料金・

サービスの多様化、低廉化が促進されているか。 

ア MNO 間、MVNO 間及び MNO である MVNO や MNO のサブブランドも含めた MNO と MVNO

との間の公正競争やグループ内とグループ外との間の公正競争が確保されている

か。 

（略） 

まず、第二種指定電気通信設備と BWA 設備による電波利用の連携によるサービスの

現状や MVNO の要望等の確認においては、BWA事業者の基地局設備の利用が接続約款化

されていないため、MVNOは、二種指定設備設置事業者や BWA事業者と個別に交渉する

必要がある（現実には、BWA 事業者から卸役務の提供を受ける二種指定設備設置事業者

との交渉が行われている。）ことが確認されたところ、総務省において、報告を受けて

いる特定移動通信端末設備のシェアを勘案し、第二種指定電気通信設備制度の適用を

検討することとしている。 

（中略） 

同じく注視事項としていた、二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNO（以下「当該関連 MVNO」という。）の提供するサービスが、他の MVNOのサービス

と同程度の料金設定であるにもかかわらず、通信速度が圧倒的に速く、グループ内優

遇の可能性がある点については、総務省への届出が行われている範囲では、同社が設

定する料金その他の提供条件等が概ね接続約款に準拠していることを確認するととも

に、モバイル検討会において、MVNO のデータ伝送役務の提供に係る利用者当たり契約

帯域幅の調査を行い、当該関連 MVNO が最も大きい値であることを確認した。この点に

ついて、ネットワークの提供に際して、当該二種指定設備設置事業者から当該関連 MVNO

に事実上の金銭的補助が行われていることによって、当該関連 MVNO において契約帯域

幅に応じた多額の支払いが可能となっているのかについては十分な検証が行われてい

ないため、今後、検証を進めていくこととしている。 

 

・考え方２－２－２のとおりです。 無 
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＜意見＞ 

●二種指定設備設置事業者における各 MVNOへの提供条件の公平性検証について 

二種指定設備設置事業者 KDDIの特定関係法人である弊社が、接続帯域幅の確保にお

いて不当な優遇を受けていないことが今回明らかになりました。これに関し、年次レ

ポート（案）には「ネットワークの提供に際して、当該二種指定設備設置事業者から

当該関連 MVNO に事実上の金銭的補助が行われていることによって、当該関連 MVNO に

おいて契約帯域幅に応じた多額の支払いが可能となっているのかについては十分な検

証が行われていないため、今後、検証を進めていくこととしている」とありますが、

これ以上の検証は不要であると考えます。 

公平な提供条件のもと、どのようにして得た経営資源をどの程度 MVNO事業へ投入す

るかは、まさに各 MVNOの事業戦略・経営判断です。行政が先入観を持って年次レポー

ト（案）に「事実上の金銭的補助」などと疑いを記載し、弊社に特化して経営資源獲得

方法の検証まで行おうとすることは、過剰介入であり、却って公正競争を歪めること

になると考えます。 

前述のとおりこれ以上の検証は不要と考えますが、仮に、MVNO 事業に投入する経営

資源の源泉等を検証するのであれば、楽天が EC事業等から、あるいは NTTグループ、

ソフトバンクグループおよび電力系事業者等が、高い市場シェアを持つコンテンツ事

業、ISP 事業、FTTH 事業および MNO 向け基地局回線事業等から、それぞれどのように

収益を上げ、それらを MVNO 事業へどの程度投入しているか、あるいは親会社やグルー

プ会社から MVNO 事業への「事実上の金銭的補助」が行われていないか等についても検

証し、比較検討しなければ、公平な結論は導けないと考えます。 

 

●BWA事業者への第二種指定電気通信設備制度の適用の検討について 

第二種指定電気通信設備と BWA 設備による電波利用の連携サービスの存在や、MVNO

事業者へのアンケート結果（要望）を考慮し、外形的な特定移動通信端末設備のシェ

アをもって BWA 事業者への第二種指定電気通信設備制度の適用を検討することは不適

当であると考えます。BWA事業者に接続交渉上の優位性は無く、また、他事業者からの

接続要望もこれまでに受けておらず制度適用の要件を満たしていないことから、BWA事

業者への第二種指定電気通信設備制度の適用は過剰な規制であり、不要と考えます。 

 

【UQコミュニケーションズ株式会社】 

意見３－２－７ グループ内の電気通信事業者に対する事実上の金銭的補助が行われ

ているかについての検証を進めていく際には、MNO 自身がサブブランドとして提供

しているものについて不当な運営が行われていないかも含めて、検証を進めていく

べき。 

考え方３－２－７  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

無 
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(1) 公正競争環境に関する検証 

（略） 

同じく注視事項としていた、二種指定設備設置事業者のグループ企業である一部の

MVNO（以下「当該関連 MVNO」という。）の提供するサービスが、他の MVNOのサービス

と同程度の料金設定であるにもかかわらず、通信速度が圧倒的に速く、グループ内優

遇の可能性がある点については、総務省への届出が行われている範囲では、同社が設

定する料金その他の提供条件等が概ね接続約款に準拠していることを確認するととも

に、モバイル検討会において、MVNOのデータ伝送役務の提供に係る利用者当たり契約

帯域幅の調査を行い、当該関連 MVNO が最も大きい値であることを確認した。この点に

ついて、ネットワークの提供に際して、当該二種指定設備設置事業者から当該関連 MVNO

に事実上の金銭的補助が行われていることによって、当該関連 MVNO において契約帯域

幅に応じた多額の支払いが可能となっているのかについては十分な検証が行われてい

ないため、今後、検証を進めていくこととしている。 

さらに、グループ内外の電気通信事業者に対する不当な差別的取扱いの有無につい

て確認を行ったところ、一部の二種指定設備設置事業者が、グループ内の MVNO に対し

てのみ市場シェアの高い端末を卸提供し、グループ外 MVNO に対しては提供していない

ことが確認された。 

 

＜意見＞ 

グループ内外の観点において、契約帯域幅や端末提供等にいたるまで多面的に確認

していただいたことに感謝いたします。 

今後、事実上の金銭的補助が行われているかの検証を進めていく際には、MNO自身が

サブブランドとして提供しているものについて不当な運営が行われていないかも含め

て、引き続き並行して検証を進めていくべきと考えます。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

 

 御提案いただいた検証の観点について

は、次年度以降、検証を行う際の参考と

させていただきます。 

 

意見３－２－８ 料金・サービス等について、今後の制度設計に当たっては過度な規

制とならないことを強く要望。 

考え方３－２－８  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(2) 利用者利便に関する検証 

① ライトユーザ・ヘビーユーザ・長期利用ユーザ向けの料金プランや期間拘束・自

動更新付契約の見直し等により、利用者利便の向上・利用者の満足度の向上につな

がっているか。 

 

＜意見＞ 

先般のモバイル検討会において、2年契約プランについては、総務省殿より２年契約

・御指摘のとおり、各事業者においては、

利用者ニーズを踏まえた真摯な対応が

期待されるところであり、そのような

対応がなされているか、それにより利

用者利便の向上・利用者の満足度の向

上につながっているかの検証を行う必

要があります。 

 

・市場検証の結果、課題が明らかとなっ

無 
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満了時点又はそれまでに、違約金及び 25か月目の通信料金のいずれも支払わずに解約

することができるような措置を講ずることを求める行政指導が MNOに発出され、「利用

者が端末代金を４年間の割賦払いにし、２年経った後に新機種に買い替えて同じプロ

グラムに入り続ける場合に限り、代金の支払いを最大半分まで不要にする支払いプロ

グラム」については、MNOや販売代理店による契約前説明の対象とする消費者保護ガイ

ドラインの改正の手続が進められているところです。 

弊社においても、引き続き利用者ニーズを踏まえ真摯に対応していく予定であるこ

とから、今後の料金・サービス等については、自由競争における原理原則に立ち戻り、

利用者のニーズや各社の戦略（集中する領域・分野等）等を踏まえ、市場の中で創意

工夫を行っていくことを基本とし、今後の制度設計にあたっては過度な規制とならな

いよう、強く要望します。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

・なお、制度変更に当たっては、今後と

も、意見公募手続を実施するなど、適切

な手続によって行ってまいります。 

意見３－２－９ 中古端末の SIM ロック解除が義務化されることは過度な規制であ

り、今後は当面の間、中古端末市場の環境等を注視することとし、SIMロック解除に

関する追加的ルールは留保するべき。 

考え方３－２－９  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(2) 利用者利便に関する検証 

③ SIMロック解除の進展や MVNO及びそのサービス内容に対する認知度・理解度の向

上等により、利用者が事業者変更・サービス変更をする際のスイッチングコストが

低廉化しているか。 

 

＜意見＞ 

SIM ロック解除においては、平成 29 年度年次レポート案においても「SIM ロック解

除の利用件数は、2016年度以降大きく増加しており、2017年度においては毎四半期平

均 1.5倍増加している。」と記載されている通り、増加傾向にあります。また、利用者

アンケートの「【図表Ⅳ-12】移動系通信における中古端末の流通に関する認知度・利

用意向」にて「今後も利用したいとは思わない」といった意見が約８割となっている

ことが記載されています。 

このような状況にも関わらず、「モバイルサービスの提供条件・端末に関する指針」

が改定され、中古端末の SIM ロック解除が義務化されることは過度な規制と考えられ

ることから、今後は当面の間、中古端末の市場環境等を注視することとし、SIMロック

解除に関する追加的ルールは留保されるべきと考えます。 

 

【ソフトバンク株式会社】 

 利用者の自由なサービス・端末選択の

促進等を図るため、「モバイルサービス

の提供条件・端末に関する指針」の改正

を行いました。 

 

 この改正は、中古端末を購入した第三

者が当該端末の利用を不当に制限され

ないようにする必要があることや、モ

バイル市場の公正競争促進に関する検

討会報告書において、「解約時の（SIMロ

ック）解除件数は非常に少ない状況で

ある」と評価されたこと等を踏まえて

行ったものであり、時宜を得た改正と

考えます。 

 

 なお、御指摘のアンケート結果による

と、約２割の方が中古端末を「既に利用

したことがある」又は「今後利用した

い」と回答しており、それにもかかわら

ず、利用したいとは思わないと答えた

方がいたことをもって中古端末のSIM

無 
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ロック解除が必要ないとは言えないの

ではないかと考えます。 

 

 また、市場検証の結果、課題が明らかと

なった場合は、政策への反映を適時適

切に実施してまいります。 

 

 なお、制度変更に当たっては、今後と

も、意見公募手続を実施するなど、適切

な手続によって行ってまいります。 

 

意見３－２－10 SIM ロックは廃止されるべきであり、少なくとも解除条件充足時に

は、利用者の申し出によらず、MNO 自らが SIM ロックを解除する仕組みとされるべ

きことから、修文してほしい。 

考え方３－２－10  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(2) 利用者利便に関する検証 

③ SIMロック解除の進展や MVNO及びそのサービス内容に対する認知度・理解度の向

上等により、利用者が事業者変更・サービス変更をする際のスイッチングコストが

低廉化しているか。 

 

＜意見＞ 

原案を以下のとおり修文する。 

 

（原案） 

2017年度に発売された端末種別のほぼ全てが SIMロック解除可能な端末及び SIMフ

リー端末となっている。また、SIM ロック解除の利用件数が 2016 年度第１四半期以降

大きく増加するとともに、利用者アンケートに基づく SIM ロック解除の利用意向につ

いても、「既に活用した」「今後活用してみたい」とする者の割合が増加しており、SIM

ロック解除の認知度・理解度が向上していることが窺える。 

↓ 

（修正案） 

2017年度に発売された端末種別のほぼ全てが SIMロック解除可能な端末及び SIMフ

リー端末となっている。また、SIM ロック解除の利用件数も 2016 年度第１四半期以降

大きく増加しているものの、利用者アンケートに基づく SIM ロック解除を「既に活用

した」とする者の割合は、解除対応端末や利用意向の割合に比べ低い水準に留まって

いることから、MNO においては、利用者利便を向上させる取組を進めることが期待され

 利用者の自由なサービス・端末選択の

促進等を図るため、「モバイルサービス

の提供条件・端末に関する指針」の改正

を行いました。 

 

 平成30年度計画案に記載のとおり、移

動系通信に関する市場の検証は、引き

続き、「SIMロック解除の進展や期間拘

束・自動更新付契約の見直し、MVNO及び

そのサービス内容に対する認知度・理

解度の向上等により、利用者が事業者

変更・サービス変更をする際のスイッ

チングコストが低廉化しているか」と

いう観点も含めて行うこととしていま

す。 

 

 市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

無 
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る。 

 

（理由） 

SIM ロック解除対応端末の普及割合が 2011年度時点で既に 54.5%、2015 年度以降は

90%を超えており、利用者アンケートにおいても SIM ロック解除を「既に活用した」「今

後活用してみたい」の合計は 2015年度より継続して半数を超えているものの、SIMロ

ック解除利用意向者における、既に実施した割合は 2016 年度 9.7%、2017年度も 14.4%

に留まっており、8 割以上の利用意向者が SIM ロック解除を利用していない状況にあ

る。 

一方で例えばウェブ受付での SIM ロック解除手続において、販売した MNO 自身が保

持しているはずの IMEI番号を手入力させる、他 MNOの SIMを挿入させるといった手間

をかけさせる仕組みがみられ、これらは利用者利便の観点から早急に改善されるべき。

また、SIM ロック解除は別の移動系通信事業者の SIM を新たに利用するに際し必要と

なることから、SIM ロックした MNO が API を提供し、それを新たな SIM の契約先であ

る移動系通信事業者が利用することも考えられる。これにより、利用者においては新

たな SIM を提供する移動系通信事業者において、ワンストップで SIM ロック解除およ

び回線契約を実施することができ、大きく利用者利便性が向上することが期待される。 

さらに、公正取引委員会による平成 28年度調査において、SIMロックはスイッチン

グコストを増加させるものであり設定しないことが望ましいとしていたが、MNO３社が

盗難防止等を理由に依然として SIM ロックを設定している旨、平成 30 年度の調査に

て、「合理的な説明がつくとは考えにくい」との見解とともに再び指摘されたところで

ある。これを踏まえると SIM ロックは廃止されるべきであり、少なくとも解除条件充

足時には、利用者の申し出によらず、MNO 自らが SIM ロックを解除する仕組みとされ

るべき。 

 

【楽天株式会社】 

意見３－２－11 スイッチングコストを上昇させる動きがあることを踏まえ、低廉化

を着実に実現すること、またその取組を加速していくことを明確に打ち出すべきこ

とから、修文してほしい。 

考え方３－２－11  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(2) 利用者利便に関する検証 

③ SIMロック解除の進展や MVNO及びそのサービス内容に対する認知度・理解度の向

上等により、利用者が事業者変更・サービス変更をする際のスイッチングコストが

低廉化しているか。 

 

＜意見＞ 

 平成30年度計画案に記載のとおり、移

動系通信に関する市場の検証は、引き

続き、「SIMロック解除の進展や期間拘

束・自動更新付契約の見直し、MVNO及び

そのサービス内容に対する認知度・理

解度の向上等により、利用者が事業者

変更・サービス変更をする際のスイッ

チングコストが低廉化しているか」と

無 
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原案を以下のとおり修文する。 

 

（原案） 

移動系通信サービスにおけるスイッチングコストの上昇が、利用者のサービス検討

機会を減少させ、利用者の合理的な選択や事業者間の競争状況に影響を生じさせてい

ないか、引き続き注視していく必要がある。 

↓ 

（修正案） 

スイッチングコストの低廉化を着実に実現するための取組を加速していく必要があ

る。 

 

（理由） 

本項における検証項目が「SIMロック解除の進展や MVNO及びそのサービス内容に対

する認知度・理解度の向上等により、利用者が事業者変更・サービス変更をする際の

スイッチングコストが低廉化しているか。」であるにも関わらず、スイッチングコスト

の上昇の影響を注視していくに留まる結論は対応の後退であり不適。スイッチングコ

ストを逆に上昇させる動きがあることを踏まえ、低廉化を着実に実現すること、また

その取組を加速していくことを明確に打ち出すべき。 

具体的な取組としては、SIM ロックの MNO 自身による解除実施や原則廃止化、店頭

における SIM ロック解除手数料の低減・廃止、自動更新付契約や残債が免除される支

払いプログラムの抑制、違約金の低減、MNP転出料の低減・廃止、SIMロック解除や MNP

予約番号発行の API 化による、移転先事業者店頭・ウェブでの手続きのワンストップ

化が考えられる。 

 

【楽天株式会社】 

いう観点も含めて行うこととしていま

す。 

 

 市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

 

意見３－２－12 競争における同等性の確保に向けた取組等を行っていくことについ

て賛同。その取組の１つとして、卸契約そのものには含まれないその他の付随的な

条件・機能面等の差異について、実態把握や事業者間協議の状況を注視することに

賛同。 

考え方３－２－12  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(3) 今後取組むべき課題等 

（略） 

特に、MNOと MVNO、サブブランドを含む MVNO間の競争における同等性の確保につい

ては、現状、各 MNOとも、総務省への届出の範囲では MVNO に対して接続約款と同等の

内容で卸契約を行っているところであるが、卸契約そのものには含まれないその他の

付随的な条件・機能面（テザリング、緊急通報時の GPS 情報の取得等）等についての

 本レポート案に対する賛同の御意見と

して承ります。 

 

無 
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差異が見受けられる。これらについては、実態把握や事業者間協議の状況について注

視していく必要がある。 

 

＜意見＞ 

公正競争環境の確保及び利用者利便の向上の観点から、競争における同等性の確保

に向けた取り組み等を行っていくことについて賛同いたします。 

その取り組みの１つとして、卸契約そのものには含まれないその他の付随的な条件・

機能面等の差異について、実態把握や事業者間協議の状況を注視することに賛同いた

します。 

 

【株式会社ケイ・オプティコム】 

意見３－２－13 ガイドラインの抜け穴を突くキャッシュバックが一部横行している

状況を踏まえると、実際に規律の導入を検討していくことが必要不可欠であるため、

修文してほしい。 

考え方３－２－13  

第３編 電気通信市場の検証 

２ 移動系通信に関する市場の検証 

(3) 今後取組むべき課題等 

 

＜意見＞ 

原案を以下のとおり修文する。 

 

（原案） 

なお、電気通信事業法第 29 条第２項においては、同法に定める消費者保護規律に違

反した媒介等業務受託者に対し、業務改善命令を行うことができる旨規定されている

ものの、媒介等業務受託者が、媒介等業務や端末の販売について、電気通信市場の公

正競争を阻害するような行為を行うことなどにより、電気通信の健全な発達又は国民

の利便の確保に支障が生じるおそれがあるような場合には、法令上の根拠がなく、業

務改善命令等の規定が適用されない。この点について、第８回電気通信市場検証会議

において、構成員から、ガイドラインの抜け穴を突くキャッシュバックが一部横行し

ていると見られる現状を踏まえると、電気通信事業法の改正を行い、総務省が媒介等

業務受託者に対し直接指導等を行うことが可能となるような端末販売に対する規律を

導入すべき旨の意見があった。 

↓ 

（修正案） 

なお、電気通信事業法第 29 条第２項においては、同法に定める消費者保護規律に違

反した媒介等業務受託者に対し、業務改善命令を行うことができる旨規定されている

ものの、媒介等業務受託者が、媒介等業務や端末の販売について、電気通信市場の公

・記載ぶりに関する御意見については、

次年度以降、レポート作成を行う際の

参考とさせていただきます。 

 

・市場検証の結果、課題が明らかとなっ

た場合は、政策への反映を適時適切に

実施してまいります。 

無 
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正競争を阻害するような行為を行うことなどにより、電気通信の健全な発達又は国民

の利便の確保に支障が生じるおそれがあるような場合には、法令上の根拠がなく、業

務改善命令等の規定が適用されない。この点について、ガイドラインの抜け穴を突く

キャッシュバックが一部横行していると見られる現状を踏まえると、第８回電気通信

市場検証会議において、構成員から意見があったとおり、電気通信事業法の改正を行

い、総務省が媒介等業務受託者に対し直接指導等を行うことが可能となるような端末

販売に対する規律を導入することを検討していくべきである。 

 

（理由） 

ガイドラインの抜け穴を突くキャッシュバックが一部横行している状況を踏まえる

と、単に「電気通信事業法の改正を行い…規律を導入すべき旨の意見があった」とい

う記載では不十分であり、実際に規律の導入を検討していくことが必要不可欠である

ため。 

 

【楽天株式会社】 

 


